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福祉文教委員会会議録 

 

令和年６月６日（木） 

（開 会）  １０：０６ 

（閉 会）  １６：０５ 

【 案 件 】 

１．所管事務の調査について 

（１）福祉部 

（２）教育部 

 

【 報告事項 】 

１．「いいづか出会いサポートセンターJUNOALL」の開設に伴う協定締結について 

 【子育て支援課】 

２．次期「飯塚市子ども・子育て支援事業計画」策定に伴うアンケート調査の結果について 

【子育て支援課】 

３．公用車による交通事故の発生について               【高齢介護課】 

４．平成 30年度障がい者就労施設等からの物品等調達実績について 

【社会・障がい者福祉課】 

５．生活自立支援相談室の移転について                【生活支援課】 

６．「第二次行財政改革後期実施計画」の策定について          【総合政策課】 

７．飯塚市普通会計財政見通しについて                  【財政課】 

                                           

○委員長 

 ただいまから福祉文教委員会を開会いたします。所管事務の調査についてを議題といたしま

す。所管事務調査にかかわる資料については、事前に配付しておりましたので、執行部からの

補足説明につきましては省略いたします。 

今回の所管事務の調査については、福祉文教委員会の所管する各部課の組織及び業務の概要

について確認することを趣旨とするものですので、質疑の内容が詳細にわたるものにつきまし

ては、次回以降の委員会において、内容を限定した上で、調査要求をしていただきますようご

協力をお願いいたします。また、執行部におかれましても、本調査の趣旨並びに委員の質疑の

内容を確実に把握され、簡潔で的確な答弁をお願いいたします。 

それでは質疑に移ります。調査における質疑は、部ごとに区切って行います。初めに、福祉

部について質疑を許します。まず、質疑事項一覧表に記載されています。４ページ、「就職活

動中の保護者が利用できる保育施設について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 金子加代です。私、ここに立つのが初めてで大変緊張しております。しかし教育部の皆さん、

また福祉部の皆さんがこんなにたくさんいて、この市の福祉のこと、教育のことを考えてくだ

さっていることが大変よくわかりました。私も４月２１日から市のいろんなものをさらに改め

て見せていただき、皆さんがいかに頑張っていらっしゃるのかというのをつくづく感じました。

また事前に行った話し合いの中でも、細かく話していただき大変ありがたく思っております。

私は自分自身の子育て、また子育てを中心とした市民の皆さんとたくさん知り合ってきました。

その中で言うに言えなかったこと、どこに言っていいのかわからなかったこと、そういうこと

を私自身がたくさん感じてきて、たくさん私の背中にたくさん詰まっている気がします。私は

それを自分自身のこと、そしてその代弁者として皆さんとともに、この飯塚市が福祉、また教

育の分野で住みやすいまちづくりに少しでも貢献できるよう、この場を利用していきたいと思
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っております。そのための質疑だと思っておりますので、初めてでどこまで言っていいものか、

これが失礼になることなのかよくわかりませんけど、精いっぱい市民のために発言させていた

だこうと思っていますので、どうぞご協力をお願いいたします。 

 それでは、私の初めの質問をさせていただきます。就職活動中の保護者が利用できる保育施

設についてお尋ねいたします。就職活動中と言っても、ゼロ歳の子どもさん、特に無償化が始

まると思いますので、かなりの保護者の方が就職を希望されることになると思います。そのと

きにどのような保育施設があるのかお尋ねいたします。 

○子育て支援課長 

 求職活動中の保護者が利用できる保育施設ということですが、求職活動中でありましても、

保育所入所、こちらの手続については可能でございます。ただ現状では、求職中というのは、

入所が難しい状況ではございます。また市内には一時預かり保育を実施している保育所、こど

も園が１７施設、公立で４施設、私立で１３施設ありますので、事前予約制になりますが、そ

ちらの施設を利用していただくこととなります。 

○金子委員 

 大変たくさんあるように思います。でも残念なことに保育入所が難しいという現状が大変残

念です。また、施設が利用できるといっても、今の状況では１８００円、子ども１人当たり

１８００円かかるということで、就職をしていない保護者にとって見れば、１日１８００円、

２日で３６００円、１０日で１万８千円となります。ここにいらっしゃる方は恐らく、小さな

子どもがいらっしゃる方、ほぼいないかもしれませんけど、子ども連れで自分の就職、自分の

ある意味、夢について考えていく時間というのは相当かかると私は考えております。そのため

には、余裕のある、気軽に利用できる場所というのがあるといいなと思っていますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、６ページ、「相談活動の運営状況、広報啓発活動について」、金子委員の質疑を許し

ます。 

○金子委員 

 相談活動というのは、青少年健全育成会の相談活用なんですが、文章を見る限りでは、電話

による相談が６件、来所面接がゼロ件となっております。これは年間の数だと思いますが、ど

こで、いつ、どなたが行っているか、またこの広報啓発活動はどのようになっているのか教え

ていただければと思っております。 

○子育て支援課長 

 現在、相談活動、飯塚市少年相談センターで実施しております。場所は飯塚市飯塚１５２の

２、コスモスコモン近くの施設になります。実施日は月曜日から金曜日まで、朝８時半から

１７時１５分まで行っております。相談者といたしましては、市の嘱託職員であります相談員

が、市役所ＯＢであったり、警察ＯＢであったり、消防ＯＢであったり、そういった方を雇用

いたしまして、相談員として、そちらのほうで相談を伺っておるような状況でございます。ま

た、啓発活動につきましては、広報車による巡回活動が主な活動になります。定期的に午前、

午後、市内各地区及びその地区にあります保育所、こども園に巡回し、また、週１回、早朝、

夕方の巡回活動を行っております。そのほかにも各地域で夜間補導、こういったことを行う際

には、地域補導員と一緒に巡回活動を行っております。 

○金子委員 

 来所面接がゼロ件というところは、理由があると思われますが、どのような理由だと思われ

ますか。 

○子育て支援課長 

 来所面接が昨年度ゼロ件ということですけども、他の子育て支援であったり、他の相談窓口
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を利用している、そういったことも考えられると考えております。 

○委員長 

 次に、６ページ、「青少年健全育成会の活動、運営構成について」、金子委員の質疑を許し

ます。 

○金子委員 

 では、青少年健全育成会についてお聞きします。この青少年健全育成会、私は私自身が小さ

いころからよくこの名称を聞いていたので、よく覚えているんですが、これは、どの地区でど

のように行われているのでしょうか。また、人員の構成についてお聞きしたいと思っておりま

す。よろしくお願いします。 

○子育て支援課長 

 それでは、少年健全育成会につきまして、お答えします。どの地区で行われているかという

ことなんですが、基本的に各交流センター、１２地区の区域で行われております。穂波地区の

み２地区に分かれておりますので、市内１３地域、こちらの区域で行われております。どうい

う人員で構成されているかということなんですが、各地区の活動状況によってそれぞれ違いが

あるため、一概にどのような構成で活動しているという説明は難しいのですが、そのほとんど

が地域活動や社会的な活動などの経験から青少年健全育成に関心の高い方で構成されていると

理解しております。なお、各地区２０名前後の人員で活動を行っておるような状況でございま

す。 

○委員長 

 次に、７ページ、「子育て支援センターと類似した施設の有無について」、金子委員の質疑

を許します。 

○金子委員 

 私自身、子育て支援センターにスタッフとして入ったことがあるんですけど、子どもという

のは、ゼロ歳から６歳だけではありません。また組み合わせもゼロ歳と３歳のこともあれば、

ゼロ歳と小学生また中学生というような場合もあります。残念ながら小学校に入った途端に、

子育て支援センターは利用できなくなります。そうすると、ゼロ歳の保護者、下の子はゼロ歳、

なのに、上の子は４月１日になったらもう子育て支援センターを利用できない。大変わかりや

すい利用システムではあるように思いますが、利用する私たち保護者にとって見れば、大変理

不尽というか、３月３１日までは利用できるんです。しかし４月１日になった途端、あなたは

もう小学生だから来れませんというふうになってしまいます。そうすると、小学生はまだ行く

ところがあるんですけど、ゼロ歳の子どもは、お兄ちゃん、お姉ちゃんが小学校に上がったと

いうだけの事情で、その子は行けなくなってしまう。そういうことがあるので、小学校の子ど

もと親が気楽に行ける子育て支援センターのようなものがあるかお尋ねしたいと思っておりま

す。どうぞお願いいたします。 

○子育て支援課長 

 確かに今言われる子育て支援センター、こちらのほうは就学前の児童を対象とした施設とな

っております。小学生が気軽に利用できる施設と申しますと、親子で利用できる屋内施設、そ

れにしましては、つどいの広場、また児童館が利用できるようになっております。ただ、つど

いの広場、こちらに関しては利用する場合、事前の手続が必要となっております。 

○金子委員 

 子ども連れで気楽にというところが大変重要だと私は考えております。特に上の子がベビー

カーを押しながら、そして小学生でも行けるというところをぜひ考えていただけたらなと思っ

ております。子育て支援センターは大変充実してきているなと私は思っているんですけども、

それぞれの子育て支援センターには特色があって、それぞれのスタッフが今頑張っているなと

思います。しかし、小学生が今、遊び場がないというところを、しっかり考えていただけたら
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なと思っております。今、大変メディアが発達しておって、かなりメディア依存という病名も

つくぐらいの時代になってまいりました。子どもが１人で遊ぶ、お家の中で１人で遊ぶという

状況がどのような状況を引き起こすのかを飯塚市全体で取り組んでそれが将来、その子がゼロ

歳のときも小学生になっても、中学生になっても高校生でなってもそして大人になっても、社

会とつながりのあるそれが求められる、自由に利用できる市であってほしいと思いからこそ、

子育て支援センターの意義というのは大きいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 続きまして、８ページ、「要保護児童連絡協議会について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 兼本でございます。今回２回目になります。また市民の皆さんが満足のいく行政サービスが

できるようにまた議論させていただきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

それでは、特定妊婦への適切な支援となっておりますが、それはどのようなことを行ってい

くのか、お答えください。 

○子育て支援課長 

 特定妊婦への適切な支援とありますけども、子育て支援課、家庭児童相談室と保健センター

との間で、対象者についての情報を共有し支援を行っております。具体的には、家庭児童相談

員と保健センターの保健師が産前産後に同行訪問し、状況確認を行い、子育てに関する相談、

またアドバイスを行うことにより、継続的にサポートを行っております。 

○兼本委員 

 現在、飯塚市内には特定妊婦の方はどのくらいいらっしゃいますか。 

○子育て支援課長 

 平成３１年３月３１日時点では１１０名であったんですが、その後５月末までの２カ月の間

で２２名増加し、５月末時点で１３２名となっております。 

○兼本委員 

 ２２名、２カ月でふえたということですが、今後、どのような対策を考えていらっしゃいま

すか。 

○子育て支援課長 

 医療機関への受診が必要な方へは、受診勧奨を行うなど、状況に応じた継続的なサポートが

必要と考えますので継続して、定期訪問を行い、悩みや不安を抱える方の相談を受け、少しで

も不安が解消できるようにサポートしていきたいと考えております。 

○兼本委員 

 以前２年ほど前ですかね、ＮＨＫでもありました。そして２週間ぐらい前に日本テレビのニ

ュースでも出てたんですけども、大阪のほうで今この特定妊婦と虐待について、関連があるの

ではないかということで、研究が進められているそうなんですね。その中で特定妊婦と出産後

の虐待との関連性ということで特定妊婦に関しては、４７．２％が関連性があるんではないか

とそれ以外の方々に関しては２．２％ということなんですね。ということは、かなりのこの特

定妊婦の方々と虐待という関連性が非常にあるんではないかと、今飯塚市として、この２カ月

で２２名ふえられたと１３２名いらっしゃるということとなれば、その対策の方法として確か

に悩みや不安を抱える方の相談を受けて少しでも不安が解消できるようにサポートされるとい

うのはわかりますけども、こういったその内容を踏まえたということに、もっともっとやって

いかなくちゃいけないことがあるんではないかと思いますが、こういった研究があっているこ

と自体、まず御存じでしょうか。 

○片峯市長 

 最新のニュースを取得されているなと感心しながらお聞きしていました。虐待と何て言うん

ですかね、妊娠している期間中の状況、そして出産直後の状況、それについて関連があるとい
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うことで、今現在研究が始まっております。一言で言うなら、新しいニューワードですが、虐

待予防、虐待防止とかその対応ということはこれまでも盛んに言われてきましたが、虐待予防

についてどうするかということについて、実は健康の都市づくりでもテーマになって、先週の

木曜日、金曜日、勉強して来ましてその学会の方から、お話も聞いたところでございます。妊

婦さんで今ご指摘のような懸念がある方について事前にどういう子育てについての安心感を持

たせる。そして、出産後具体的な子どもとのかかわり方を提示するというような取り組みだと

思いますので、うちとしてもそのことについてはしっかりと研究をし、その時点での対応がで

きるような飯塚市に徐々にしていきたいと思っております。 

○兼本委員 

 確かにその特定妊婦の方というのは、孤立など妊娠中の社会的な困難さと出産後の困難さが

出産後の虐待と関連性があるというふうに言われています。このやはり特定妊婦１３２名とい

うのは、多いのかなというふうに私も思っております。今市長も答弁されましたので、ぜひ、

具体的なサポートの仕方というところを、進めていっていただきたいと思います。 

○委員長 

 続きまして、８ページ、「家庭児童相談について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 次に、家庭児童相談員についてお伺いいたします。家庭児童相談員の体制はどのようになっ

ていますか。 

○子育て支援課長 

 現在、母子・父子自立支援員２名、保健師１名を含めて、計６名体制で対応しております。

平成３０年度に１名増、今年度より保健師１名を増員しております。 

○兼本委員 

 対応する件数が年々ふえている状況では職員を増員し、市だけでの対応となると難しいので

はないかというふうに考えますけれども、関係機関等との連携はどのように考えられています

か。 

○子育て支援課長 

 平成２９年１１月に田川児童相談所、飯塚警察署、飯塚病院及び桂川町との間で児童虐待防

止に関する協定を締結し連携強化を図っております。また、他の機関、関連機関との連携につ

きましても、それぞれのケースに応じて連携を図りながら対応を行っております。 

○兼本委員 

 ２０２２年度までに、子ども家庭総合支援拠点の設置が各自治体に義務づけられたようです

けれども、飯塚市の体制はどのように考えられていますか。 

○子育て支援課長 

 全ての自治体で子ども家庭総合支援拠点の設置が義務づけられたことから、本市においても

設置に向けて現在検討しております。子育て世代包括支援センターとの関係もあることから、

設置運営に関しての体制整備に向け、厚生労働省が策定したスタートアップマニュアル等を参

考に関係機関との調整を図りながら設置に向けて検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 今、子育て世代包括支援センターとの関係というと、具体的にどのような関係ですか。 

○子育て支援課長 

 現在、健幸・スポーツ課、こちらのほうに子育て世代包括支援センターを設置しております

けども、内容としては重なる業務ということも出てきますので、そちらのほうとの業務のすみ

分け、そういった形を含めたところで検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 例えばその家庭児童相談センターを拠点として、設けるというような考えはないんでしょう
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か。 

○子育て支援課長 

 確かに現在、家庭児童相談室、こちらのほうも子育て支援課内に設置しております。こちら

を設置するに当たりまして、子ども家庭児童相談員の常時２名とか、虐待対応専門を常時２名

とか、そういった設置規定もありますので、包括センター、そういったところを含めたところ

で、また家庭児童相談員、先ほど申しました現在６名体制で行っております。そちらの６名を

含めたところで検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 今、保健センターと家庭児童相談委員さんというのが保健師さんと自立支援員さん２名とい

うことでの組織体制ですよね。今後この支援拠点ができるということになると支援委員さんの

構成というのは、この構成で大丈夫なんですか。 

○子育て支援課長 

 現在、母子・父子自立相談員、今言われる２名、こちら准看の免許を持っております。ただ

その中で、現在の体制というのも、さらに強化した体制が必要であると考えておりますので、

自治会関係機関、関係各課と協議しながら進めていきたいと考えております。 

○兼本委員 

 先ほどのサポート体制、常勤の方が２名でいかれるということでした。常勤の方が２名とい

うことは、常勤の方というのは、なんですかね、正規職員ではない、非正規職員になるんです

か。 

○子育て支援課長 

 現在のところ、まだこの制度は昨年１２月に発表されました。詳細についてはまだ今から人

事課を含めて検討していきたいと思いますので、その辺も含めて、考えていきたいと考えてお

ります。 

○兼本委員 

 昨日、たしか虐待のニュースで警察と児相が情報共有ができた、その連携で子どもの命が助

かったんではないかという報道がされてありました。こういう警察と児相の情報の共有の連携

というのはまだその自治体的には少ないという話であったんですけども。今回この支援拠点を

つくるに当たりまして、やはりこの補助金が出るわけですよね。補助金ありきの組織じゃだめ

だと思っています。やはり、子どもの命を守るための組織でないとだめだと思っています。今

行政のほうでもいろいろお考えだとは思いますけれども、今関連機関もいろいろ考えられてあ

るんじゃないかと思います。今回この体制をつくるに当たって私はその関連機関とも協力して

いろいろな情報なり、問題点なりを共有したところでつくっていくべきではないかというふう

に思いますがどのようにお考えでしょうか。 

○子育て支援課長 

 質問委員の言われるように先ほど答弁させていただいたんですけども、関係機関との調整を

図りながら、設置に向け検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 ぜひ、いい組織ができるようによろしくお願いいたします。 

○委員長 

 続きまして、９ページ、「赤ちゃんすくすく元気相談員訪問と新生児訪問の違いについて」、

金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 赤ちゃんすくすく元気相談員の訪問と新生児訪問相談の違いを教えてください。 

○子育て支援課長 

 赤ちゃんすくすく元気訪問、こちらのほうは子育て支援課の訪問員が生後４カ月までの乳児
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がいる全ての家庭に出産祝い品を持って訪問し、子育て支援に関する情報提供を行うとともに、

養育環境の把握を行い、支援が必要な家庭には適切な支援の提供につなげることを行っており

ます。それに対しまして、新生児訪問は母子手帳発行の段階で、今後、育児をする上で新生児

期における訪問が必要であると判断されたケースにつきまして、保健センターの保健師が訪問

を行っております。 

○金子委員 

 先ほど兼本議員からも質問がありましたが、大変飯塚市は相談業務がたくさんあるように思

っております。今の元気相談員とか、新生児の訪問で相談を受けるとか、あと子育て世代包括

支援センターで相談を受けるとか、それぞれの課がそれぞれの相談窓口を持っているように私

は感じています。福祉部でも子育て支援課が持っていたり、社会・障がい者福祉課が持ってい

たり、また社会・障がい者福祉課の中にも基幹センターというものがあってそこがまた相談窓

口を持っていたり、また教育部の中でもスクールカウンセラーがいたり、ソーシャルスクール

ワーカーがいたり、たくさん相談窓口がある。また自立支援で、またそこで相談窓口があるん

だけど、それが一体化されていないような気がしますが、それはどのように先ほど統合化され

ると言われていましたけど、どういうふうに統合するというかまとめていかれるというか、ど

ういうふうに相談窓口は、市民にとっては、とてもどこに相談したらいいのかというのが大変

わかりづらいんですけど、そのわかりづらさを解消するためにはどのような方法があるとお考

えでしょうか。 

○片峯市長 

 実は先ほど兼本委員が質問されました。その前の金子委員も質問されまして、正直言いまし

てこのような国の動きが今ご指摘のような国の動きがあるということを察知しておりましたの

で、日本一の図書館及び子育て支援センターだと言われている神奈川県大和市に教育部長も一

緒に教育とも関係がありますから、今ご指摘のとおり市長部局だけじゃないので複数で視察に

行きました。東京出張のついでと言ったら申しわけないですがその折に、まさに、発想の転換

が必要だと私は思っています。今、たくさんの相談機関について列挙されましたが、ただ、窓

口一本化というのは正直言って、各目的が明らかに違った場合だとか対象年齢が大きく違った

場合もありますので、絞り込むことが必要ですが、一本化は難しいと思っています。ただ、子

ども家庭総合支援の拠点については、関係する相談機関がある一定、そこに集合するような形

で、一番市民にとっては相談しやすい体制だと思っています。それが一つです。もう一つ必要

なのは、じゃあどこにつくるかで役所の窓口のところにありますよとか、どこかの施設にぽん

とありますよという発想の転換を図りまして、親子で例えば、先ほどは就学前の子どもと小学

生の子どもをお持ちの家族がそこに行こうとするような場所、そういうエリアを今後ハード面

の整備、新整備は難しいと思いますので、現在ある施設を活用して、そういう集える場所を一

つメインとして設定して、そこに行き、そして、その折に相談ができる。そんな人の流れをつ

くることが必要だと思っています。九州管内では、武雄市が図書館システムの隣にそれに近い

ような、年齢層の幼い子どもたちが集合的に集まり、そして、そこからそこは直接相談窓口は

ありませんでしたけれども相談窓口につなげるようなシステムも引いてきまして、そういうや

り方もあるんだなというように、今思っているところです。そういうような先行事例を参考に

しながら、新しい時代に対応でき、そして市民の皆さんが、それを活用しやすいという観点か

ら、この支援拠点整備について、進んでいきたいと思っています。 

○金子委員 

 相談を行けばできる人もいるんですけど、まだまだ閉じこもって行けない人たちもたくさん

いると私は思います。自分１人で考えて、本当に虐待、先ほど兼本委員が言われたような虐待

を私もたくさん見てきました。自分１人で抱え込んで、またお母さん自身がうつになってしま

って出てこれない、そういう状況もたくさんあるので、私はこの赤ちゃんすくすく元気相談員
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の訪問と新生児訪問相談という大変重要な相談ではないかなと私は考えています。ここを丁寧

にやっていくことが、まず心のかぎをあける第一歩ではないかなと思っております。外に出か

ける人も相談しやすいところ、そしてまた家にいても相談できる、そういう窓口をたくさん広

げていただければと思っております。また学校教育の中では最近、スクールカウンセラー等が

出てきておりますが、私の聞いたところ、勉強したところによると保育所等でスクールソーシ

ャルワーカーとか、子どものカウンセラーをする幼稚園、保育園が子どもの気持ちをすると拾

い上げるというような取り組みをやっている自治体もあるそうです。ぜひご検討いただければ

と考えております。 

○委員長 

 続きまして、１０ページ、「施設整備補助金に関することについて」、兼本委員の質疑を許

します。 

○兼本委員 

 施設整備補助金に関することなんですが、今年度を補助する予定の園はありますか。 

○子育て支援課長 

 今年度、施設整備を予定しているんですが、これは１園ございます。桜ケ丘幼稚園が認定こ

ども園へ移行するため施設整備を行います。また現在、新設保育所を予定しておりますので、

そちらのほうを運営する法人に対して、園舎建設に対する補助を予定しております。 

○兼本委員 

 この補助することによりどのくらいの定員がふえますでしょうか。 

○子育て支援課長 

 桜ケ丘幼稚園、こちらのほうが保育分の定員６６名、新設保育園の定員が１００名、合計

１６６名の定員増となります。どちらの園も２０２１年４月開所を予定しております。 

○兼本委員 

 新設保育所の法人は順調に進み、６月でしたっけ、募集が、公募が６月からでしょうか。 

○子育て支援課長 

 現在、実施要綱、そういったのを詰めておりますので６月中もしくは７月、ひょっとしたら

７月に延びる可能性もありますので、できるだけ早く準備ができ次第、公募をかけたいと考え

ております。 

○兼本委員 

 あとこの例えばこれ２０２１年４月から１６６名の定員が増ということですが、これで飯塚

市の待機児童はどのくらい減るというふうにお考えですか。 

○子育て支援課長 

 どのくらいというのは難しいですが、１人でも少なく待機児童を出さないように、出ないよ

うな、既存の保育所にも１人でも多く受け入れていただけるように、この２０２１年４月こち

らのほう、この時期に待機児童ゼロを目指して頑張っていきたいと考えております。 

○兼本委員 

 どのくらいになるかわからないというような、補助金を出す上でやはりある程度数字をこの

くらいは減りますというふうなことは、お答えいただきたいなというふうに思っております。

でも２０２１年からということでまだ後、２年、１年弱あります。この１年弱も、いろいろ今

まだ待機児童も多いということですから、これからまた問題も多々あると思うんですけども、

できれば新設保育所と新しい認定こども園、それから、またそれ以外の分、保育士さんですね、

保育士さんの確保ができるような体制づくりをぜひ今以上にお願いしたいと思います。 

○委員長 

 次に、１０ページ、「修学資金貸付と生活資金貸付金に関することについて」、兼本委員の

質疑を許します。 



９ 

○兼本委員 

これちょっともう私質問するところが同じ、事業が同じ項目に関するところなので、一括で

させていただければと思っておりますが、修学資金貸付金及び生活資金貸付金の利用状況とい

うのは今現在どうなっていますか。 

○子育て支援課長 

 修学資金貸付金、こちらは平成３０年度が２５名、今年度が３０名となっております。生活

資金貸付金につきましては３０年度が１２名、今年度が１５名となっております。 

○兼本委員 

 課長は、この状況、どのように思われますか。 

○子育て支援課長 

 修学資金、こちらのほうには各保育士養成施設、こちらのほうにチラシ等、毎年配布してお

ります。要綱等も毎年上げて配布しておりますので、年々増加してきております。こちらが落

ちつく、落ちつくという言い方は、おかしいんですけども、定着してきておりますので、今通

っている学生さん、こちらが大体２年だったり４年、卒業後には確実に飯塚市内の私立保育所

に保育士として勤務していただけるというふうに確信しておりますので、少し成果が上がって

いるんじゃないかなと思っております。生活資金につきましては、開始当初は貸付者が非常に

少なかったんですけども、昨年度に１２名、今年度が１５名と年々増加してきているような状

況でもありますので、修学資金、こちらのほうを受けて卒業し、市内に就職された、保育士さ

んが引き続き、こちらの生活資金も当然、貸し付けしていただける５年間、市内の私立保育所

のほうに勤務していただける、少しずつではあるんですけどもふえてきているんじゃないかと

いうふうに考えておりますので、もう少し修学資金や生活資金につきましては、各私立保育所、

こども園については、周知していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 返済の猶予や免除に関して、それぞれの条例ではどのようになっていますか。 

○子育て支援課長 

 修学資金、生活資金、いずれの貸付資金条例でも、私立保育所等において、常勤保育士とし

て業務に従事した場合や出産、育児により一時的に休職した場合の返還の猶予規定、また、私

立保育所において常勤保育士として、継続して５年以上、５年間は勤務した場合には返還を免

除する規定を設けております。 

○兼本委員 

 今、答弁いただきましたがこの修学資金貸付金、生活資金貸付金のやはりポイントというの

は、この５年以上勤務した場合に返還を免除するという規定だと思います。今現役の保育士さ

んからもお話聞いたんですけども、あと生活資金というか生活金が現金で３万円ぐらいふえれ

ば、いいのになあというような話を聞いたことがあります。この生活資金貸付金、最初の年が

２万円、次は１万５千円、１万円というふうになっていきますけれども、大体若い保育士さん

たちが言っている、このくらい欲しいなというような感じになってくるのかなというふうに思

うんですね。ただですね保育士さんたちがちょっと、これを貸し付けに当たるに、貸し付け、

これを利用したいんだけどもこれが問題で利用できないと言われるのがこの常勤保育士として

継続して５年以上というところの話を聞きました。なぜかというと保育園によっては、常勤と

いうのは勤務形態ですね、雇用形態としては、正規なのか非正規なのかと言ったときに非正規

で新卒の子を例えば雇用される保育園というのはあるんでしょうか、ないんでしょうか。 

○子育て支援課長 

 新規新卒で非正規もしくは契約というような形での雇用形態、こちらがございます。現在、

貸付金、生活資金貸付金を受けている保育士さん、こちらの方でも今１５名貸し付けがあって

いるんですけども、正規雇用は大体８名、契約雇用が７名、いらっしゃいます。こちら申請す
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る際には各園からの証明が必要となっております。こちらの申請する際は、園からの証明が必

要でありますので、証明している園として５年間は、こういう勤務条件というのは、園のほう

も理解されておりますので、証明する以上、５年間、契約社員であっても５年間は雇用は確保

されているというふうには考えております。 

○兼本委員 

 間違いなく確保されるんですか。その５年契約とか、そういう契約をされるわけですか。 

○子育て支援課長 

 契約形態、期間についてはさまざまと考えております。ただ、証明を出す以上は５年間、こ

の制度自体が５年間、勤務しないと返済対象になるということになりますので、証明している

以上、市としましては５年間の契約は行われるものというふうには理解しております。 

○兼本委員 

 今その保育士さんたちが、そこが本当に担保できるのかどうかなんですよ。市は５年間と言

われますけども、本当にそれが担保されるんですか。そこがちょっと皆さんちゅうちょすると

ころではあるんですね。大体、普通契約期間で１年契約かなんかですか。何年契約でされるん

ですか。 

○子育て支援課長 

 すみません、契約期間、今、質問言われました契約期間につきましては、うちのほうは、毎

年確認しておりますけども、契約期間として、何年ということまではすみません、把握してお

りません。ただ契約期間内ということで、５年間の申請は、申請は出ているし、園の証明もそ

の期間、雇用しているということで証明をいただいております。 

○兼本委員 

 それはどういった証明になるんですか。ちょっと私、今意味がちょっとよくわからない。例

えば貸付金を受けた本人が、個人の意志でやめられるというのだったらわかります。ただそれ

がやめる、私が言っているのはそうじゃなくて、やめるつもりはないんだけども、その契約期

間が次に更新されるのかどうか、そこの担保はどうやって確保されてあるのかということを聞

いているんです。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １０：５４ 

再 開 １１：０９ 

委員会を再開します。 

○子育て支援課長 

 生活資金貸付金、こちらにつきましては私立保育所等の常勤保育士を確保し、もって未利用

児童の解消に寄与することを目的としておりますので、市といたしましては、各施設、私立保

育所、各施設に対しまして、安定した保育士確保に向け、正規雇用、また継続雇用を行うよう

要請していきたいと考えております。 

○委員長 

 次に、１０ページ、「保育体制強化事業及びキャリアアップ教育研修の内容について」、金

子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 特別保育、体制事業強化事業というのは何を指すのか教えてください。 

○子育て支援課長 

 特別保育、こちらにつきましては、特別保育とは保育所、こども園において実施している延

長保育、一時預かり保育、休日保育を指しております。延長保育は市内２７施設、公立６施設、

私立２１施設で実施しております。一時預かり保育につきましては１７施設、公立４施設、私
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立１３施設、休日保育は、私立保育園１施設で実施しております。また、保育強化体制事業、

こちらにつきましては、どういう事業かということなんですが、私立保育所、こども園におい

て保育士資格を有していないものは、周辺業務を、例えば清掃だとか給食、寝具等の準備や後

片づけ、こちらを行う保育士以外の業務を行うことで保育士の離職防止を図るため保育環境整

備するための事業となっております。こちらのほうは保育士資格ない方の補助を行う事業とな

っております。 

○金子委員 

 そのような保育所や幼稚園はたくさんの人がかかわって事業が成り立っていると思いますが、

その事業に関してかかわっている人たちの研修等はありますか。 

○子育て支援課長 

 保育士に対しての研修にはなりますけれども、各私立保育所におきまして研修を行っており

ます。例えば、全国保育研究大会への参加、子ども子育てフォーラム、また和太鼓技術習得、

会計知識習得、防災セミナーなどのセミナー、研修は園によって取り組みはさまざまではござ

いますが、これに対して市のほうで研修費補助費ということで補助を行っております。各園で

実施している研修というのはさまざまで、そういった目的に応じて研修を行っているような状

況でございございます。 

○金子委員 

 研修はさまざまだと思いますが、どのような研修がどのような人を対象に行われているかと

いうのも市が知っておいたほうがいいかなと私は考えています。というのも、先ほどの兼本委

員の話でもありましたが、委託ということになっていてそうすると保障されていないことで、

研修を受けていないまま子どもにかかわりを持つということの難しさを抱える人がたくさんい

ると私は考えていますので、たくさんの保育資格のない人たちがかかわるということで、いろ

んな子どもたちへのストレスになることがたくさん、言葉がけにしても勉強していかないと子

どもが傷ついてしまうということもあるので、どのような研修をするかというのも、市が知っ

ておいてほしいなと考えています。 

 それとキャリアアップ研修について教えてください。 

○子育て支援課長 

 キャリアアップ研修、こちらにつきましては、保育現場におけるリーダー的職員の育成に関

する研修として、県が実施しているものでございます。県もしくは県が指定する施設が、実施

するものとなります。国の示すガイドラインでは研修分野及び対象者が定められており、研修

分野は専門的分野別研修、マネージメント研修、保育実践研修となっております。それぞれ専

門分野に関してリーダー的な役割を担う者、主任保育士のもとでミドルリーダーの役割を担う

者、保育所等の保育現場における実習経験の少ない者、または長時間保育所等の保育現場で保

育を行っていない者が受講するものであり、研修時間を１分野につき１５時間以上と定められ

ております。 

○金子委員 

 飯塚市、昨年ここの福祉文教委員会でプロホの山田さんや近短の先生が来られて話を伺った

というのを私も録画中継で見させていただきました。大変興味深い内容でした。そして、せっ

かくこの飯塚市には保育にかかわる大学、もしくはＮＰＯがありますので、そこを活用して行

くというような、活用して研修を進めていくというようなことは考えられているのでしょうか。 

○子育て支援課長 

 市内には近畿短期大学がございます、保育士養成施設のですね。そちらの方たちにつきまし

ては、市と協定を結んでおります。公立保育所が対象になりますけども、年３回、学校のほう

で保育士を対象とした研修を３回行っていただいているような状況でございます。現在、ＮＰ

Ｏとそちらのほうについては保育士会、こちらは市の保育士、保育協会の保育部会にはなるの
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ですけども、昨年度そちらのほうで１年間、研修を行っていただいたという状況はございます。 

○金子委員 

 先ほど兼本委員のほうから、修学資金の補助の話がありましたが、やめさせない保育士をよ

く考えるんですけど、私はどうしたら続いたのか、たくさん、結構、何年もずっと続けていら

っしゃる保育士の方がいらっしゃいます。その方がどうして仕事を続けられるのかと私は聞い

たことがあります。そしたら別に金がたくさんあったわけではない、だけど、自分は仲間がい

たからやめなかったって、言われました。私はこの言葉、仲間がいたからやめなかったという

ところに何か私たちが行政の皆さん、行政とまた私が議員として考えていくヒントがあるので

はないかなというふうに考えております。給付、お金の面での経済的な面での補助はもちろん

のこと、また研修の充実、私立保育園、特に私立保育園等に充実した研修を行き届くような施

策が求められるんではないかなと考えております。 

○委員長 

 続きまして、１４ページ、「認定区分別の利用状況について、市外居住の委託受け入れにつ

いて」、兼本議員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 認定区分別の利用状況についてお伺いいたします。市外居住の委託受け入れについてなんで

すけれども、市外からの受け入れ児童数はどのくらいいるのかお答えください。 

○子育て支援課長 

 今年度５月の入所状況では市外居住の児童の受け入れは３歳から５歳までの２号認定、こち

らで２９名、ゼロ歳時から２歳児までの３号認定で２７名、合計５６名の児童を受け入れてお

ります。 

○兼本委員 

 受け入れの条件と保護者のこの市外居住の委託受け入れの現状というのは、例えば勤務地が

飯塚市あるからとか、そういうこと何でしょうか。 

○子育て支援課長 

 勤務地もしくは勤務地までの通勤経路を基本としております。 

○兼本委員 

 それでは県内で広域入所を行っていない地域はありますか。 

○子育て支援課長 

 県内では福岡市、こちらが広域入所の受託、福岡市に受け入れ、こちらの受託は行っていな

いと確認しております。 

○兼本委員 

 もう１回ちょっといいですか。 

○子育て支援課長 

 例えば、市外の方が福岡市の保育所、こちらのほうの入所については行っていませんけども、

福岡市のお子さんが例えば篠栗町とかの市外の保育所に入所する場合、こちらは相手の自治体

の了解を得れば、委託をお願いするというようなことで確認しております。 

○兼本委員 

 例えば、仮に今、福岡市に住んでいる方が飯塚市に転居しますよといったことがあった場合、

今の話でいくと保育所の入所申請というのはどのようになるんでしょうか。 

○子育て支援課長 

 現在では、入所の手続ができない場合、例えば今言われたように委託が行っていないとか受

託が行っていないとか、そういった場合では、原則として本市に転居後に入所手続を行ってい

ただきます。しかし、例えば住宅新築中とか、そういった事情等により、住民登録ができてい

ない場合でも、入所希望日の１日に、必ず住民登録が完了していることが確定できる場合のみ、
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通常の随時受け付けと同様の受け付け期間に、申請を受け付ける対応で受け付けを行うように

しております。ただし、入所が決定した場合において、基準日となる日までに住民登録ができ

ていない場合、例えば、１０月１日にこちらのほうに転居しますということで、申し込みされ

た場合でも、１０月１日に転居できなかった、住民登録ができなかった、そういった場合につ

いては、入所ができないような基準日において住所がないということで、そういった場合は入

所ができないような状況ではなっております。 

○兼本委員 

 となると、ただ先ほど飯塚市の広域入所という場合には通勤地もしくは通勤途中の場所に飯

塚市がある場合ということが多いという話でしたよね。例えば福岡市のこの委託業務というの

はそういうことで、同じようなことで考えてあるのかなと思うんですけども、例えば今度飯塚

市に家を建てます、でも、これ福岡市に言ってもしようがないですね、ただこれからの飯塚市

に定住人口はふえますよということ考えてきて今福岡市に住んである方が、例えば飯塚市に来

ます。そのときに、当然福岡市で今までお子さんを保育所に預けていました。飯塚市に来る段

階は、事前に福岡市に転居しますということを言えば委託が受けられるということなんでしょ

うか。 

○子育て支援課長 

 現在、今保育所に福岡市で仮に行かれていて、こちらを転居するとなった場合に、まず福岡

市の保育所窓口に相談していただきまして、じゃあ、いつ、何日、転居しますということで、

飯塚市の保育所の申請をお願いしますということで、相談していただくと、福岡市の担当者の

ほうから市のほうに連絡があります。そういった場合、福岡市としては、受託はしない、ただ

そちらのほうに転居して、保育所の申請をしたいというふうであればそれでもいいですかとい

うふうにうちのほうに問い合わせがありますので、そういう場合は通常どおり申請手続を行っ

てくださいというふうな形で今現在のところ行っております。 

○兼本委員 

 大体、わかりました。ということは例えば引き渡しが６月の末、引っ越しが７月１日に引っ

越して飯塚市に来ましたとなる場合には、６月の頭までに申請をすれば、いいということなん

ですかね。 

○子育て支援課長 

 通常の随時受け付け、こちらの方は先ほど仮に７月１日入所希望だとすると、６月１５日が

申し込みの締め切りとなっております。５月１６日から６月１５日、前の月の１５日までに申

請を通常の随時扱いとなりますので、その期間に申し込みをしていただくような形になります。 

○兼本委員 

 今お話ありましたように転居されてくる方でやはり保育所に預けられて共働きの方という方

も多いという話を聞いております。仕事の関係もあって、もし入れなかった場合にどうしよう

かということで、仕事を休まなくちゃいけないのかとかいうような話も出てくるので、そのあ

たりを心配されている方も非常に多いと思うんですね。今回お話あったような形で連携を組ん

でいただけるということであるならば、非常に転居される方もしやすいんじゃないかと思いま

すので、そのあたりが、何か告知というかどうしたらいいのかというのは、わからんですね。

難しいですね。でも飯塚市のホームページを見たら、こういう場合もこういうふうにできるん

だというようなことが、お知らせするとかいうことが、できたらいいかなと思うんですけど、

どうでしょう。 

○子育て支援課長 

 まず今、居住地である自治体に相談していただくが一番いいのではないかと考えております。

その相談を受け、その担当者から市のほうに相談がありますので、まず居住地である自治体に

相談していただけたらと考えております。 
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○委員長 

 次に、２０ページ、「要介護・要支援の認定に関することについて」、兼本委員の質疑を許

します。 

○兼本委員 

 要介護・要支援の認定に関することについてお伺いいたします。高齢化に伴う認定者数につ

いて今後のあり方をどのように考えているかということなんですけども今後も高齢化はますま

す進み、高齢者の方がふえていけば、当然ながらそれに伴い、介護認定者の方もふえてくると

思われますけども、今後本市においてはどのような状況になるというふうにお考えでしょうか。 

○高齢介護課長 

 要介護や要支援の認定者数につきましては、委員が言われますとおり、今後高齢者数の増加

に伴って、認定者数も増加していくように予測しております。提出しております資料のほうに

は平成２８年度から３０年度までの３カ年の認定者数の推移を掲載しておりますが、平成

３０年度末時点の認定者数が８８５７人となっております。これが２０２５年度の推計値では

約９２００人弱にふえる見込みとなっております。 

○兼本委員 

 今答弁がございましたが介護認定者の方がふえていく状況に対する対策、施策等について何

かお考えございますか。 

○高齢介護課長 

 今申しましたように今後、高齢者の方がふえていくにつれまして、どうしても介護認定者の

方が増加していくということは、全国的な問題でもあり、現状においては少なからず、やむを

得ないことであると考えておりますけれども、その増加の伸び率を少しでも、抑制していく対

策というものは当然ながら、行っていく必要があると考えます。そのためには、要支援、要介

護状態になることを少しでもおくらせていくための介護予防の取り組みというものが非常に効

果的であると考えておりますので、１人でも多くの方が介護予防に関心や意欲を高めていただ

き、予防の大切さを理解して実際に行動に移していただくような周知、啓発を徹底していくこ

と、また現在もフレイル予防を初めとしました各種介護予防教室等に取り組んでおりますけれ

ども、より一層取り組みの充実強化、推進を図っていくことで、健康寿命の延伸につなげ、少

しでも要介護状態になることをおくらせるということが重要であると考えております。 

○兼本委員 

 要支援、要介護状態ということになるとやはり今言われているのが、閉じこもりですね。閉

じこもることによって、そういうふうになる可能性が非常に高いんだというふうに言われてお

ります。そのための１つにフレイル予防といった事業があるんだというふうに私は理解してい

るんですけどもただ、これから２０２５年、後期高齢者の数がふえていくといったことになっ

たときにこれだけでいいのかなというふうに思っているんです。栃木県のほうに行くと外出支

援事業ということで、いろいろなさまざまな市においても、県においても事業を行われている

と思いますが、例えば飯塚市においてそのような事業を今後展開していくというようなお考え

はございますでしょうか。 

○高齢介護課長 

 委員がご指摘されますとおり、確かに高齢者の方の外出頻度が減り、閉じこもりがちになり

ますと、認知症などを発症するリスクを高め、要介護状態になりやすいと言われております。

閉じこもりの高齢者の方に外出を促すには動機づけが必要でございまして、その対象者の方を

どうやって外に誘い出すかということになろうかと思います。先ほど答弁中でも、申しました

フレイル予防を初めとした各種介護予防教室等につきましても、介護予防に関心をお持ちの方

に対する動機づけの１つでございますけれども、今ご紹介いただきました市の事業等もそうし

た目的をもって実施されていることと存じます。また地域の方の声かけなどのご支援、ご協力
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も不可欠であると考えておりますけれども、地域の方にお伺いしますとそうしたからといって

外に誘い出すのが非常に難しいということをよく耳にいたしますので、その他市の実施の事業

などについても効果的な方策であると思いますけれども、高齢者の方がそれぞれみずから進ん

で選択できるような、さまざまな動機づけを考え用意する必要があると考えております。閉じ

こもりの高齢者の方の１人でも多くの方に外出を促していくこと、それがひいては介護認定者

の増加抑制につながるものと思います。今後ますます増加していくと考えられる高齢者の方の

健康寿命の延伸につながること、また少しでも要介護状態になることをおくらせるということ

を念頭に置きながら、他市の取り組みを含めまして、また地域の関係者の方のご協力等を仰ぎ

ながらより良い高齢者の外出支援、外出促進策というものを検討していく必要があるというふ

うに考えております。 

○兼本委員 

 たしか一昨日、福岡でもちょっと事故がありましたね、高齢者の。最近非常に高齢者のやっ

ぱり車での事故というのは非常に多いんではないかと思います。そういったことも含めて市長

も以前私、一般質問をしたときに、コンパクトアンドネットワークで飯塚市は交通、公共交通

をやっていくというふうにお話もありました。何もなければ恐らく高齢者の方もやはり閉じこ

もりがちになるんじゃないかと思っています。いろんな意味で、これもここだけの高齢介護課

だけの問題はないと思うんですけども、高齢者の外出支援の事業というのは非常にこれから大

切ではないかと私は思っておりますので、ぜひ、いろんな事業と絡めたところで進めていって

いただきたいと思っております。 

○委員長 

 次に、２２ページ、「総合事業に関することについて」、兼本議員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 総合事業、介護予防や日常生活支援総合事業に関しまして、介護サービス基盤の整備を促進

するというふうになっていますけれども、具体的にどのようなことを行っていくのですか。 

○高齢介護課長 

 総合事業における介護サービスの基盤整備につきましては、平成２９年度から本市におきま

しても総合事業を開始いたしましたが、従来のヘルパーとデイサービスに加え、緩和した基準

によるサービス、及び短期集中予防サービスといった多様なサービスを設定し、サービス基盤

を拡充したところでございますが、緩和した基準によるサービスの提供者については、従来の

ヘルパー資格者に加え、市が認める一定の研修を受講することでサービスを提供することがで

きることとなっております。その研修を今年度、実施することとしており、人員の確保という

ことでサービス基盤の整備とは多少意味合いが異なるかもしれませんがそうしたソフト面での

取り組みを行うこととしております。また今後は住民主体によるサービスというものも形成し

ていく必要があると考えておりますけれども、住民主体によるサービスの仕組みづくりという

ものは簡単にできるものではないというふうに認識しております。現在本市で実施しておりま

す先ほども触れましたがフレイル予防事業に関しましては、市民サポーターを養成して、その

サポーターの方がフレイルチェックを受けられる、市民の方を支援するという市民の方による

市民のための介護予防の取り組みとなっておりまして、この形が将来的にはいろんな地域で住

民の方が中心となり、住民主体として実施されるようにしていければというふうに考えており

ます。また国が例示として掲げてあったものでご紹介させていただきますと、空き家を活用し

て地域における生活支援や介護予防の拠点として整備を行って住民の集いの場、会合の場とし

て活用していくと言ったものもございます。本市としましても今後そうした取り組みも参考に

しつつ、さまざまな地域において住民主体で行われるサービスまたは支援体制というものが拡

充していくような、基盤整備というものも具体的に調査、研究等を行いながら、サービスの基

盤づくりに取り組んでいく必要があるというふうに考えております。 
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○兼本委員 

 今ちょっとご答弁いただいた中で、地域のまず１つ、今従来のヘルパー資格者に加えて市が

認める一定の研修を受講することで、サービスを提供することできるサービスというふうにな

っていますけど、これ具体的にどういったことをお考えなんですか。 

○高齢介護課長 

 この市が認める一定の研修というものは内容的には当然どういった支援、利用者に対する支

援を行うかと、そういった対応の基本的な基礎的なことというようなものを時間というものが

特段決まっているわけではないんですけれども、きちんとしたヘルパーの資格を得るために研

修を受ける時間数よりもより緩和した時間数で一定のメニューを受講することで、研修内容を

設定した分で市が実施する、これは研修ができるところに委託をしてすることもできるという

ふうになっておりますので、本市としては委託をして実施するように一応、今のところは計画

をしております。 

○兼本委員 

 となるとその緩和した基準によりサービスの提供者というのは、市が認める一定の研修を受

講することでサービスを、受講すればそういうサービスを行うことが可能ということでいいん

ですかね。 

○高齢介護課長 

 そのとおりでございます。緩和した基準のサービスというものが何が違うかといいますと、

ヘルパーさんになるんですが、身体介助と生活援助、身体介助というのは入浴介助、そういっ

た身体の介助する分についてはきちんとしたヘルパーの資格がないといけないんですが、身体

介助でない支援だけであれば、この緩和した研修を受講することで、サービスの提供をできる

ということになっております。 

○兼本委員 

 あともう１点、空き家を活用した地域における生活支援、介護予防の拠点としての整備を行

うというふうになっていますけども、そして住民の集いの場、通いの場として活用していくと、

例えばこれを行うといった場合にこれは行政が行う、民間が行うんですか。 

○高齢介護課長 

 それは市が行う場合、また民間に委託等によって行う場合、いずれもあり得ると考えており

ます。 

○兼本委員 

 またそれは具体的になったらと思いますのでどうか今後ともいろいろ取り組みのほうを考え

ていっていただければと思います。 

○委員長 

 次に、２４ページ、「ひとり暮らしの高齢者の見守りの取り組みについて」、金子委員の質

疑を許します。 

○金子委員 

 現在、高齢者のひとり暮らしが大変ふえていると思います。飯塚市においても、たくさんの

方がひとり暮らしをされているんではないかなというふうに考えております。その中で、事業

所と協定を結んでひとり暮らしの高齢者の見守り活動をするということがあるんですが、どの

ように行うのか、具体的に教えてください。 

○高齢介護課長 

 資料に記載しておりますとおり、地域における見守り活動の輪を広げることを目的としまし

て平成２５年からひとり暮らし高齢者等の見守り活動に関する協定というものを市民の方と接

する機会の多い業種の事業者と締結し、それぞれの事業者の方が日常的に行う業務や活動の中

で、高齢者の方々を見守る取り組みというものを行っていただいておりまして、現在３６事業
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所との協力体制が整っております。配達例えば、食材や飲料、新聞などの配達業者さんが定時

の配達時に、本人の応答がない等があった場合に市なりに連絡を受けまして、職員や警察等で

本人宅へ訪問して安否の確認を行う、そういった取り組みを行っているところでございます。 

○金子委員 

 行政ではどうしても目にいき届かないところがあると思いますので、たくさんの事業者さん

や市民の方と連携をとれるように、またよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、２７ページ、「障がい者の社会参加と正しい理解の促進に関することについて」、田

中委員の質疑を許します。 

○田中裕委員 

 手話言語条例についてお尋ねをいたします。この手話言語条例につきましては、同僚議員が

２度ほど一般質問もされておりますし、昨年、聴覚障がい者団体から手話言語条例を制定して

いただきたいという要望が市に提出をされております。その要望に対してどのような対応され

たのかお尋ねをいたします。 

○社会・障がい者福祉課長 

 昨年１０月に飯塚市聴覚障がい者協会から手話言語条例の制定についての要望をいただいて

おります。これにつきましては、回答といたしまして、手話言語条例は理念条例であり、条例

が制定されれば、啓発活動を行う上で手話を言語として用いている既団体や手話の会の皆様に

も、ご協力いただくことになり、本市としては、国、県、近隣市町や社会の動向を注視しなが

ら既団体や手話の会との協働が実現可能と判断されたときに、制定に向けての協議を行います

と回答をしております。 

○田中裕委員 

 ただいまの近隣市町の動向を注視しながらと、このようなご答弁がございましたが、この条

例を制定された自治体が幾つかあるように思いますが、いかがでしょうか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 近隣と申しましたが、朝倉市、直方市、またことし３月末に田川市郡が制定をしております。 

○田中裕委員 

 直方市は県で一番最初に、条例制定をしたと聞いております。それでは朝倉市、直方市、田

川市郡、この条例の制定に至る経緯がわかりましたら教えていただきたいと思いますし、また

あわせまして、この条例の概要、恐らくほとんどこの３つとも同じような内容ではないかと思

いますが、概要もあわせてお尋ねいたします。 

○社会・障がい者福祉課長 

 朝倉市でございますが、平成２７年度に聴覚障がい者協会から手話言語条例の請願書が提出

され、平成２８年５月からこの条例制定に着手、３回の全体会議を経て、同年１０月に条例案

ができ、平成２９年３月に条例が制定されているということです。直方市につきましては、市

の施策として、平成２８年８月から７回の会議を行い、同年１２月末までに条例案ができ、平

成２９年３月に条例を制定しております。田川市郡ではございますが、平成３０年６月に田川

市聴覚障がい者協会と田川市手話の会が田川市と川崎町に手話言語条例の草案提出を機に、田

川市郡で同一内容の条例を制定することとなっております。その後、田川市郡の担当課長会議

で条例案を取りまとめ、田川市郡の聴覚障がい者協会に提案、了承をもらい平成３１年３月に

田川市郡、１市６町１村で条例が制定されております。いずれの条例につきましても、手話言

語条例を制定にするに至った経緯、こちらを前文に掲げ、市、町、行政の責務、それから市民

の役割、事業者の役割などについて、述べているところでございます。 

○田中裕委員 

 飯塚市では、今後どのようにされるおつもりなのかお尋ねいたします。 
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○社会・障がい者福祉課長 

 現在、国における法律の制定や福岡県の条例制定などについて、その動向を注視するととも

に、県内の条例を制定している自治体の情報収集等を行っております。条例制定を行うにつき

ましては、具体的な施策を掲げ、その成果が問われるものであり、先進自治体の施策の状況等

を確認し何をすべきか、どのような効果を求めるか等を検討する必要があると考えております。

本市では現在、手話奉仕員養成事業や意思疎通支援者派遣事業など、手話通訳者の養成や手話

通訳者の派遣等の事業を行い、また、市職員向けの手話講座の開催、窓口や市行事における手

話通訳者の派遣要請、福祉の集いに聴覚障がい者の皆様に参加いただいて、啓発活動を推進す

る等の手話普及啓発に努めているところでございます。今後もこのような手話普及施策事業を

しっかりと実施していきながら、当事者である聴覚障がい者協会、また手話の会の関係者のご

意見を伺いながら、なおかつ、他の障がい者の情報、コミュニケーション等の保障も含め、ど

のようなものが必要なのかを考えていく必要があると考えているところでございます。 

○田中裕委員 

 最初の答弁と最後の答弁、若干意味合いが違うようなところが気になりましたけど、それは

それといたしまして、とにかくこの手話言語条例をつくっていただきたいという要望も出てお

りますので、早急に協議、また検討していただきますように要望して質問を終わります。 

○委員長 

 次に、３２ページ、「災害援護に関することについて、特別な配慮を要する避難者の避難方

法について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 もう６月なりまして、昨年７月に大雨が降りました。そして昨年の災害の状況を踏まえて質

問させていただきたいというふうに思っております。特別な配慮を要する避難者の避難方法に

ついてなんですけども、これは基本的に防災安全課だと思いますが、あくまでも社会・障がい

者福祉課として、どのようにお考えかということでお伺いしたいと思います。災害時には緊急

避難所にさまざまな方が避難されて来られると思いますけども、昨年の豪雨のときに身体に障

がいがあり、車いすで生活されている方が夜間はベッドを必要とするためのベッドがあるかと

いうふうなことを避難所に尋ねられたところ避難所にベッドがないんですというふうに言われ

たということなんですけども、避難所にベッドがないということは御存じでしょうか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 ベッド等は備えていないということで、まず確認しております。防災安全課に確認しました

ところ、指定緊急避難所では、災害時用にベッドを準備している施設はないということも確認

をしました。簡易的な段ボールベットやパーテーション等の一般的な災害備蓄品については、

そろえなければならないと認識しているけれども、年次計画にて随時配備しているということ

でございます。特殊なベッド等が必要な場合につきましては、福祉避難所への移送や宿泊可能

な施設等へのショートステイ等での可能な限り対応しているというのが現状でございます。 

○兼本委員 

 指定緊急避難所は、災害が発生したときに、まず最初に身を寄せるところでございますけれ

ども、社会・障がい者福祉課として、障がいをお持ちの方が災害時にベッドで体を休めること

ができないことについてどのようにお考えですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 できる限り、その方の症状に合った対応ができることが望ましいとは考えておりますけれど

も、緊急時であり、障がいある方もない方も、まずは身を守るために、指定緊急避難所へ避難

していただくことが必要であり、避難所には、障がい者だけでなく、高齢者や妊産婦、また乳

幼児等の配慮を必要とするさまざまな方がいらっしゃいます。全ての避難者に緊急時であると

ことで満足のいく対応は厳しいと考えておりますけれども、さきに申しましたとおり、できる
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限りその方に合った対応ができるように、担当部署や関係機関と協議をし、可能な限りの避難

者への対応を、実情に応じた対応ができるよう努めてまいりたいと考えているところでござい

ます。 

○兼本委員 

 今２つの質問に答弁いただきましたが、最初に防災安全課にベッドがあるかないか確認しま

したところというふうに言われましたけど、いつごろ確認されました。 

○社会・障がい者福祉課長 

 この質問をいただいてからですので、５月末になります。 

○兼本委員 

 ということは、社会・障がい者福祉課としては、全くあることすら知らなかったとベッドが

ないことをすら知らなかったということですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 ベッドがないということを聞き及んでおりましたけれども、確認のために、防災安全課のほ

うに再度、問い合わせをいたしました。 

○兼本委員 

 次に、年次計画にて随時配備しているとのことでしたということですが、社会・障がい者福

祉課としては、この年次計画には全く入ってきていないと、計画の中には参加していないとい

うことでいいんでしょうか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 参加はしておりません。 

○兼本委員 

 飯塚市の地域防災計画というのが、平成２６年６月につくられていますけど御存じですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 はい、つくられております。 

○兼本委員 

 その中に実践的な応急、復旧対策計画を確立し、非常時に備えるという防災ビジョンが総則

の第７節、第１章、防災ビジョンの中に災害時要援護者等の対策というのがあります。これは

御存じですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 申しわけありません。詳細までは存じ上げておりません。 

○兼本委員 

 これが、この課の仕事ではないんですか。高齢者、障がい者、乳幼児、外国人、難病患者、

妊産婦等の災害時要援護者に対し、地域の支援組織や関係者等が協力し、適切に安全確保、安

全確認、避難誘導等の支援を行うということと、避難所、仮設住宅における災害時要援護者の

生活環境を保護し、適切なケアを行うというふうになっています。これ平成２６年にできて平

成３０年に改正があっているんですけども昨年も、避難された方が多数いらっしゃったと思う

んですね。何が言いたいかといいますと、実際に今回また７月ぐらいになって大雨が降って、

私たちが避難しなくちゃいけないんじゃないかと心配されている障がい者の方が現にいらっし

ゃるわけなんです。そういう方がどこに避難するのと言ったときに、これも一般質問で、たし

か昨年の９月に一般質問等であったと思いますけども、特別の配慮を要する避難者の方がまず

最初に、避難所マニュアルでいけば緊急避難所ですかね、指定避難所にまずは行きなさいと、

そしてそこから市の判断に基づいて福祉避難所に移しますよというような話でしたが、それが

現実できていないという話でしたよね。そういう答弁だったと思います。その後、何も対策を

打っていらっしゃらないというふうに、理解してよろしいんでしょうか。 

○福祉部次長 
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 今の災害の対策の分については、災害対策本部なりと協議をしながら、それぞれの班の役割

等を担っておりますので、その中で対応できる、対応していくべき必要なものを毎年検証しな

がらやっているところでございます。全てが解決しているところではございませんが、先ほど

の避難を支援すべき方々についてできるだけどういうふうにやっていったらいいかというとこ

ろを今、防災安全課も含め、検討させていただいているところでございます。 

○兼本委員 

 例えば、障がいをお持ちの方で、車いすで生活されている方というのは、在宅の場合、どこ

か施設とか利用されているというのは割合的にどのくらいあるんですか。 

○福祉部次長 

 どういう形で全ての方が例えば車いすに乗っておられる方が避難をされているかというのが

把握をしておりませんが、家族の方、支援をできる方、そういう方については、早目に避難を

されるとかいうことも伺っております。昨年の対応でも、車いすの方がどこに避難をしたらい

いかと、手すりつきのベッドがないと眠れないということもあって、避難所等にも確認しまし

たけど、それが準備できない状況がございました。そういうので市のほうに、何とか対応でき

るようなものがあったんで、市の宿直室のほうにご案内をして、搬送して対応してもらったと

いうのもあるんですけども、あとは例えば、施設を利用されている、介護保険を持っておられ

る方については、例えばショートステイで対応するとかいう、いろいろなパターンがございま

すけども、そういう対応もしてきたところでございます。 

○兼本委員 

 今、次長おっしゃられましたけど例えば介護保険を持っている方、ショートステイ、ただし

これは状況が合わないとだめということですよね。ということはそのときに、いきなりショー

トステイさせてくださいと言っても、なかなか難しいということですよね。であるならば例え

ば、その防災安全課と話したりするときに、社会・障がい者福祉課というところが、ここが一

番のプロフェッショナルところなんでしょう。防災安全課がプロフェッショナルなんですか。

一番詳しいところというのは、この課なんでしょう。そうすると例えば事前にこういう場合に

は、その施設は利用できるのですか、できないのですかというような、例えばその最初に、指

定避難所に行くんではなくて、そこからもしかして行けないパターンの可能性だってあるわけ

じゃないですか。ここの福祉避難所が、施設は利用できるんだけどもそこに指定避難所から行

けないということだって考えられるわけですよ。そうするならば最初に避難する場所をそうい

うことで、例えば利用施設と事前に話を、利用者との間で話をしていただいて、そこに避難し

ていただくとか、いうような方策とか、あるんじゃないかなと私は思っています。当然そうい

うことを考えてあるんじゃないかなと思っていました。残念ながらね、何も進んでないような

話でちょっとびっくりしたんですけども、そういったことを行っていくように、その施設に話

を行政として協力体制ができませんかというようなことは話はできないんでしょうか。 

○福祉部次長 

 今言われますとおり、非常にそういう災害のときに不安を抱かれている方もいらっしゃると

思います。本来であれば、そういうふうな方々一人一人、避難をこういう場合は、こうしてく

ださいということでお伝えできれば一番いいのかなと思っておりますが、先ほども答弁の中で

もありましたように障がい者の方だけでなく、高齢者の方もいらっしゃいます。いろんな支援

を要する方もいらっしゃいますので、そういうものも含めて、今検討しているところです。要

支援者名簿というのをつくっておりまして、これは地域にも民生委員の方に調査をいただいて、

今約７千名ほどいらっしゃいます。そういう方々について、やっぱり、まず自助なり共助なり

をやっていただきながらやっていただくということで進めさせていただいておりますが、本来

であれば、そういう方々一人一人にこういう対応をしてくださいということを周知できれば、

もっと迅速なあれができるのかなというふうには思っておりますが、まだそこまで行き着いて
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おりません。これは地域の協力もいただかないとできませんので、そこら辺についてできる限

りそういう早期の対応ができるようなものについては検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 ぜひお願いしたいのは、もう行くところがなかったらもう自宅に、そのまま私は自宅に残り

ますと、もし残ってその方の命が奪われるようなことがあったらどうします。ぜひ、早急に計

画を立てていただきたいのと、もう一つ、これも防災安全課が絡むんであれなんですけど、自

主防災組織をつくってくださいと地域に言われていますよね。でもそこに障がいのある方が来

られたときに、何も知らない自主防災組織の運営側は何も知らないんですよ。何も説明に行か

れていないでしょう。この方たちがどうやってどういう対応していいのか、そこの例えば交流

センターで交流センターの職員１人しか、飯塚市の職員がいないんですよ。そういった中で、

どうやって対応していくんですか。もう本当に７月、もうすぐですよ。ある程度早めに決めて

いただかないとまた、昨年と同じか、もっとひどいことなった場合に大変じゃないかなという

ふうに私は考えております。皆さんよくＰＤＣＡサイクルと言って言われますけども本当にさ

れてあるんですかね。いろいろと課題が出てきません。出てきたそれに対して次どうするのと

いうな話、本当にされていますか。ぜひ他人ごとじゃないんですこれ。私は答弁書を見て本当

に他人ごとだなと思いました。そうじゃないんだと思っています。ぜひ真剣に考えていただけ

ればと思いますので、早急によろしくお願いいたします。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １２：０４ 

再 開 １３：０５ 

 委員会を再開します。 

 次に「民生委員・児童委員の現状について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 民生委員・児童委員の現状についてお伺いいたします。現在、民生委員のなり手不足が問題

視されていますが、飯塚市においても同様な状況にあると聞いています。地域において、かな

めとなる人が足りなくなっている中で委員の確保をどのようにお考えですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 民生委員・児童委員のなり手確保につきましては、現在全国的な課題とされております。今

年度１２月に委員の一斉改選を迎えるに当たりまして、民生委員・児童委員制度やその活動に

対する理解を広め、人材確保に当たる必要があると考えております。民生委員の委員活動につ

きましては、年々多岐にわたっており、有識者が仕事と委員活動を両立することが難しくなる

一方で、一般のお勤めの方々が年齢が上がってきているということもあり、委員層の若返りを

困難なものとする一因となっていると考えております。このような状況の中で、飯塚市民生委

員・児童委員協議会におきましては、民生委員・児童委員制度を守り、発展させていくために、

民生委員・児童委員の協議会組織の充実と民生委員・児童委員への支援、また、民生委員・児

童委員候補者の選出について、関係団体への働きかけを行うということを今年度の事業計画の

重点目標の１つに掲げ、活動を行っていくこととしております。 

○兼本委員 

 資料を見ますと民生委員・児童委員のほかに、主任児童委員とありますが、主任児童委員と

はどのような活動されているのですか、地域の民生委員さんはよく知っているのですが、主任

児童委員さんは会う機会がなく、顔が浮かばないというのが現状だと思うんですけど、どのよ

うな活動されているのでしょうか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 主任児童委員は、児童福祉に関することを専門に担当しているものでございます。児童委員
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の活動につきましては、昨年度の主任児童委員会においても、児童委員としての活動が、まず

乳児から１８歳までの児童、またその親、家庭も対象であることや学校や地域においてその内

容が広く知られていないことが問題点として上がってきております。委員からは地域行事や学

校行事に参加をし、まず顔を覚えてもらうことで、主任児童委員として認知されれば、地域や

学校から相談事や見守りの依頼などを受けるようになる。また要保護児童を早い段階で発見し、

虐待を阻止するために、子どもが生まれたときから家庭とかかわることの必要性を感じるとい

った、意見も出ております。これらの意見を踏まえまして、主任児童委員の活動の周知につい

てという啓発のチラシを作成いたしまして、本年度は主任児童委員が各戸の戸別訪問をしてい

るんですけれども、その折や学校施設等の関係機関の訪問時にチラシを配布し、あわせて市の

関係部署にも、協力を依頼し、健幸・スポーツ課の所管する母子手帳の交付時、また新生児の

訪問時、子育て支援課の所管の赤ちゃんすくすく元気訪問時にもこのチラシを配布していただ

くように依頼して実施しているところでございます。 

○兼本委員 

 主任児童委員さんが戸別訪問されているということですけども、例えばどういったところを

戸別訪問されていらっしゃるんですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 主任児童委員さんにつきましては、各お子様のいるご家庭を戸別に訪問したり、学校等にも

訪問されたりをされております。 

○兼本委員 

 そのお子さんていうのは、何歳から何歳ぐらいまでになりますか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 主任児童委員につきましては、対象が乳児から１８歳までの児童ということでなっておりま

すのでその範囲の中のからの対象となっております。 

○兼本委員 

 それは市内にいらっしゃるゼロ歳児から１８歳までがいらっしゃる家庭全部ということです

か。各地域、それぞれ各地域全部の戸別訪問をされているということですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 地域で相談事等があった場合に戸別に訪問をさせていただいたりはしておるということを聞

いております。 

○兼本委員 

 ということは全部というわけじゃない、そのケースごとでということでよろしいんですかね。 

○社会・障がい者福祉課長 

 なかなか全てを把握するということはないかと思いますけれども、できる限り訪問をするよ

うには対応しているところでございます。 

○兼本委員 

 先ほど話しました子ども家庭総合支援拠点を設置するということに向けて、この主任児童委

員さんというのも役割があるかと思います。飯塚市としては今後その主任児童委員さんもこの

拠点を設置した場合にはこの拠点の役割の中に含まれるというふうに、考えるのかどうかとな

るとどのように考えていらっしゃいますか。 

○子育て支援課長 

 主任児童委員さん、こちらの現在、要保護児童連絡協議会のメンバーにも入っていただいて

おりますので、そこを含めまして検討していきたいと考えております。 

○兼本委員 

 先ほど市長もおっしゃられていましたけど虐待予防という意味で、要対協というのは、もう

予防ではなくて、まずその虐待をどのように支援していくかという話になってくるかと思うん
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ですけども、そういう意味では主任児童委員さんというのは、地域において予防、虐待予防と

いう役割の部分では大切な位置にいらっしゃるんじゃないかと思っております。今民生委員さ

ん、児童委員さんのなり手が非常に少ないということで、例えば、自治会長さんが民生委員を

兼ねてやっていらっしゃるところも、もしかしてあるかもしれませんし、本当に非常に今地域

は大変ではなかろうかと思っています。そういった中で、この地域だけではなくてもいろいろ

この民生委員さん、児童委員さんに関してやり方というのもあるんではないのかなと、今後こ

の高齢化と少子化の中において人口減少社会の中において新たに、存在のあり方を考えなくて

はいけないのではないかというふうに思っておりますので、非常に大切な民生委員さんもそう

ですし、大切な位置づけだと思っていますので、先ほど言われていましたいろいろな地域、各

団体への働きかけも行われるということですけども、いろんな発想でどういう方がなられるの

かということも考えていただきたいと思います。 

○委員長 

 次に、「民生委員・児童委員の業務内容について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 児童委員についてはわかったんですが、民生委員とはどんな業務なのか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 民生委員につきましては、民生委員法第１条において、社会奉仕の精神をもって、常に住民

の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増進に努めるものとす

るとされております。児童委員につきましては、民生委員は児童委員に当たられたものとする

ということで、兼務のようになっております。社会福祉奉仕の精神をもって、常に住民の立場

に立って相談に応じるというふうに規定されておるとおり、住民の最も身近な相談者であり、

支援者となります。児童及び妊産婦の福祉の向上のための必要な相談や援助を行うというよう

な、この児童委員も兼ねているということになります。活動の内容につきましては、大きく、

個別の支援活動、地域の福祉活動、それから民事協の活動、これは民生委員・児童委員協議会

の活動というのがあります。個別の支援活動の内容としましては、高齢者や障がいのある方ま

た、生活の困窮者の方々などに関する情報収集や状況把握等を行い、調査の実態把握等を行っ

ていくというのがあります。また、住民からのさまざまな相談を受け付け、福祉サービスの情

報提供を行うといった、相談支援という役割があります。また、地域福祉活動の内容としまし

ては、市町村が主催するさまざまな会議や学校行事等への参加等を行い、行事等への参加協力

というのがあります。また社会福祉協議会などが行います福祉活動への参加等を行うという地

域福祉活動等がございます。最後に民生委員・児童委員会の協議会、この活動内容としまして

は、協議会の定例会また各種研修への参加等を行う、また民生委員・児童委員協議会の活動を

行うというものがございます。そのほかに委員相互の情報共有、それから自己研さんなども大

切な活動として取り組んでおります。 

○委員長 

 次に、３５ページ、「重度障がい者包括支援について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 重度障がい者包括支援とは一体どんな内容なのか教えてください。また利用が全くないとい

うふうに書いてありますがそれがどうしてなのか、またその理由を教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 重度障がい者包括支援と申しますのは常時介護を要する方で意思疎通を図ることに著しい支

障がある方のうち、四肢の麻痺や寝たきりの状態にある方、また知的障がいまたは精神障がい

による行動上著しい困難を有する方を対象とした支援サービスでございます。サービスの内容

としましては、最重度の障がいのある方のサービスとしまして、居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、それから生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援
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助を利用者の必要に応じてこれらを組み合わせ、計画に基づいて包括的に提供されるものでご

ざいます。利用がない理由につきましては、現在福岡県内におきまして、この重度障がい者の

方の重度障がい者等包括支援事業所が１事業所しかないということが要因の１つと考えられま

す。 

○金子委員 

 この飯塚市において重度障がい者と言われる人たちはどのくらいいるのですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 身体の１級で１８６４人、２級で９６３人となっております。 

○金子委員 

 かなりの人数がいると私は感じます。その人たちが全く利用できないというか、福岡県にお

いても１事業所しかない、というのは飯塚市にない、この理由は何だと思われますか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 重度障がい者等包括支援事業にいたしましては、対応する職員につきまして、それなりの資

格を持った方が必要になるということや、またその資格を持った方々を、その事業所がそれだ

け集めて対応していくということがあります。事業所については、やはりこれだけの人的な

方々を要してのというところで、なかなか難しいところもある。また支援に当たるところで、

その必要によって経営をされていくということもございますので、そういう点でなかなか事業

所がふえていかないのではないかと考えております。 

○委員長 

 次に、３５ページ、「宿泊型自立訓練の事業内容について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 宿泊型自立支援というものはどんなものなのか教えてください。また、飯塚市にあるかどう

かも教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 宿泊型自立支援というのは、自立訓練、生活訓練の対象者のうち日中一般就労や障がい福祉

サービスを利用している方等であって、地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して家に

帰られた後における生活能力等の維持向上のための訓練、その他の支援が必要な知的障がいの

ある方または精神障がいのある方を対象としたサービスでございます。サービスの内容につき

ましては、居室その他の設備を使用しながら自立した日常生活または社会生活を営むことがで

きるよう生活訓練、入浴や整容、着替えなどの支援、生活等に関する相談や助言、健康管理の

サービスが提供されているものでございます。また、現在県内には８カ所ありますけれども、

市内にはこの事業を行っている事業所はございません。 

○委員長 

 次に、３５ページ、「就労定着支援の増加について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 就労定着支援というのは出てきておりますが、平成２９年度は全くゼロで３０年度に２４名

に上がっているとふうな、数が上がっていますが、その理由を教えてください。また、市内に

就労定着支援がやっている事業所について教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 就労定着支援につきましては、平成３０年度に新たに創設された障害者総合支援法に基づく

障がい福祉サービスの１つでございます。３０年度から始まった事業でございますので、前年

度の実績がないものでございます。また、市内事業者数につきましては、現在１事業所となっ

ております。 

○委員長 

 次に、３５ページ、「保育所等訪問支援について」、金子委員の質疑を許します。 
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○金子委員 

 今度は保育等訪問支援というものがありますが、どういうものなのか教えてください。また

これも利用がないのはどうしてか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 保育所等訪問支援というものは、障がい児が通い、集団生活をおくっている保育所や学校施

設等に訪問支援員が訪問いたしまして、障がい児以外の児童と障がい児が集団生活をおくるに

当たっての適応のための専門的な支援を行うものでございます。保育所等訪問支援につきまし

ては、子ども・子育て施策や教育現場に入り込んで行うアウトリーチ型の発達支援事業でござ

いまして、訪問先の施設からではなく、保護者からの依頼に基づく事業でございまして、現状

としてサービスを利用する希望者がいらっしゃらないという状況でございます。 

○金子委員 

 この利用について、どういうふうな周知をされているか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 私どものほうで作成しておりますスペシャルサポートガイドブック等の障がいのあるお子さ

んを育てるためご家族のためにつくった冊子等による周知を行っているところでございます。 

○金子委員 

 今までの先ほどから質問しました重度障がい者包括支援、また宿泊型自立訓練支援、就労定

着支援というふうに今、支援事業はあるんですが、残念ながら飯塚市に名乗り出る事業所がな

いということですよね。これで困るのは、誰だと思われますか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 困るのは、そのような重度の障がいを抱えた方々、またそれを日々支援されているご家族、

保護者の方々と考えます。 

○金子委員 

 市や行政というのが難しいのも私もつくづくわかるんですけど、追い込まれるのは、世の中

で一番弱いと思われる方々です。その人たちの、私が自分もそういう立場で、あったことたく

さんありますので、私が自分自身が経験した以上に、大変な生活をされている人たくさんおら

れます。事業所がないということは、その人たちが社会とつながるところがない。特に子ども

たちが行くところがないというのは、将来に希望を持てないということにつながります。いく

ら飯塚市が健康にいいまちとか、福祉を充実させる、教育に熱心にすると言ってもたくさんま

だまだ幾何人の方々が包括的にというか、全ての形で飯塚市に安心して、社会的に恵まれた豊

かな生活をすることは、できていないということです。残念ながら私の知り合いは飯塚市にそ

ういうサービスがないということで、ほかの市町村を利用されております。事業所がないこと

で市を責めるつもりもないんですけど、私たちのような利用者はどうすることもできない。事

業所を建てることもできない、でも子どもを助けたいけど助けられないという、そういう保護

者が大変な複雑な気持ちになるところがあります。そこを支援していくのがやはり行政の立場

におられる方じゃないかなと私はつくづく思いますので、ないから、ないんです、じゃなくっ

て、つくるように、事業所を守っていく、育てていく、そういう政策を考えるようにお願いい

たします。 

○委員長 

 次に、３６ページ、「日中一時支援事業の事業内容について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 日中一時支援事業についてお尋ねいたします。これはどんなところで、どのように、どんな

人の支援がありながら行われているのか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 この事業につきましては、日中に一時的に見守り等の支援が必要な難病の方を含む障がい者、
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障がい児に対して、日中の活動の場を提供することにより、それら障がい児や障がい者を日常

的に介護している家族の方々の就労支援及び一時的な休息の確保を図る事業でございます。対

象者につきましてはこのサービスによる支援の必要性が認められる、障がい支援区分の１以上

の障がい者、障がい児となっております。 

○委員長 

 次に、３６ページ、「基幹型相談支援センターの各種支援について」、金子委員の質疑を許

します。 

○金子委員 

 基幹型相談支援センターが２年前からできていると思いますが、支援センターについての主

な目的、そしてその支援の仕方について教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 基幹型相談支援センターにつきましては、嘉麻市、桂川町、飯塚市において共同で現在穂波

庁舎３階に障がい者基幹相談支援センターとして設置し、運営しているところでございます。

事業概要といたしましては、毎月、自立支援のネットワークとして運営会議を開催するとし、

多問題、多くの問題を抱えた事例などを圏域における障がい者、障がい児及びその家族等が抱

える困難なケースの課題解決に取り組んでいるところでございます。障がい者基幹相談支援セ

ンターの役割としましては、総合相談、また専門相談、地域移行、地域定着の相談、自立支援

ネットワーク、成年後見制度の相談、相談支援事業所との連携等がありまして、さまざまな相

談内容につきまして、事業所と連携しながら、事業所につないでいくというような役割を果た

しておるところでございます。 

○金子委員 

 この障がい者基幹相談支援センターと社会・障がい者福祉課との関係というか、連携はどの

ようなものになっているか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 この障がい者基幹相談支援センターにつきましては、私どもは社会・障がい者福祉課が圏域

の５カ所の事業所に委託をいたしまして、その事業所から職員を穂波の庁舎のほうに派遣いた

だき、事業を展開していただいているところでございます。なおこれにつきましては、嘉麻市、

桂川町、飯塚市の共同で行っているところでございます。 

○金子委員 

 自立支援ネットワークというのは、どんなメンバーが入っているか教えてください。 

○社会・障がい者福祉課長 

 自立支援のネットワークにつきましては、地域の関係機関の方々ということで、まずこの基

幹支援相談センターの人間、それから相談業務を行っている機関の方々、それから医療機関の

方々とも、関係をしていただいておるところでございます。 

○金子委員 

 障がいのある人たちからすると福祉課に行ったほうがいいのか、また基幹相談支援センター

に行ったほうがいいのかと悩むときがあるんですけど、どちらを進めますか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 私ども社会・障がい者福祉課のほうでもご相談はお受けしますけれども、やはり専門の職員

がいるということもございます。基幹相談センターのほうをご利用いただければと思っており

ます。 

○金子委員 

 私自身もこの基幹相談支援センターに何度も行ったことが実はあるんですけど、大変不便な

ところというか、行きにくいところです。私は自分自身が親ではあるんですが、これからの世

の中は、当事者、障がいのある人たちも、行きやすい、その相談窓口が必要かなと私は思いま
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すので、当事者が行きやすいところを考えて行きやすいような支援センターにしていただけた

らと思っております。またこれも要望ですが、今旧穂波庁舎の３階ですよね。すみません、大

変失礼ですかというか、行ったことのある方、挙手をお願いできますか。はっきり手を挙げて

いただきますか。はい、ありがとうございます。ここ見ても行かれたことがない方も多いと思

うんですが、３階は、大変寂しいところです。私から見ても、これで本当に支援センターのか

なというような、３階は、前は学校教育課だったと思うんですけど、そうですね、そこが撤退

されたように全くなくなっていってがらんとしていて電気もついていなくて、その横に本当に

これが相談支援センターのかと思うくらい小さなところに暖簾がしてあって、相談に行くと、

大変こう気が寂しい気持ちになります。なので、せっかく支援センターを進めるのであれば、

充実した誰もが行きたくなるような支援センターにしていただけばと思っています。これは要

望ですよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、４２ページ、「生活困窮者自立支援事業の成果について」、兼本議員の質疑を許しま

す。 

○兼本委員 

 生活支援困窮者自立支援法についてお伺いします。本市の生活困窮者支援の現状はどのよう

になっていますか。 

○生活支援課長 

 平成２７年より生活困窮者自立支援法、これが施行されております。この法律はさまざまな

問題から生活に困窮されている方などに対しまして自立、就労に向けたさまざまな支援サービ

スを総合的一体的に提供し、その自立の促進を図ることを目的としております。この法律に基

づきまして本市でも平成２７年当初、穂波庁舎内に生活自立支援相談室、これを設置しまして、

生活に困窮されている方などを対象に住宅確保給付金の支給や自立相談支援事業を展開してお

りました。先月５月７日より、本庁舎４階にこの相談室を移転し、継続して相談業務を行って

いるところでございます。 

○兼本委員 

 事業の成果についてはどのようになっていますか。 

○生活支援課長 

 過去３年間の事業実績、申し上げさせていただきます。数字の羅列になりますがご容赦くだ

さい。まず相談総数でございますが、平成２８年度１８５名、平成２９年度１７３名、平成

３０年度２２５名でございます。相談者の支援が決定するまでに緊急的支援を行ったものが平

成２８年度３３件、平成２９年度３１件、平成３０年度１７件、これは具体的には社会福祉協

議会の生活福祉貸付金の手続や本制度における住宅確保給付金につないだもの、地域の社会福

祉法人が実施しておりますライフレスキュー制度の支援を要請したものなどが含まれておりま

す。続きまして、本制度で本来実施することとなっております相談者へのアセスメントを経た

上での支援プランの策定、これにつきましては、平成２８年度５７件、平成２９年度４９件、

平成３０年度５２件でございます。また全体の相談件数におきまして就労に結びついたものは、

平成２８年度３５名、平成２９年度１８名、平成３０年度１９名となっております。さらにプ

ラン作成をした後に具体的に支援を行った結果、目標達成などの理由によって支援終了に至っ

た件数でございますが、平成２８年度が３４件、平成２９年度が４５件、平成３０年度が

７０件となっており、相談室開設から４年間で終結率が８４％と、このようになっております。

この結果からこの相談室業務につきましては、一定の成果が見られているというふうに認識し

ております。なお、最終的に生活保護に至った件数でございますが、この４年間では、相談総

数の２．７％程度にとどまっておりますから、本事業におきます第２のセーフティーネットと

しての機能は発揮できているものと考えております。 
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○兼本委員 

 今答弁いただきました、実際の相談者総数と支援プラン策定に至った分ということで、割合

というのが年間で違うけど３０％から５０％ぐらいあるんですかね。かなりの事業としては必

要な事業じゃないかなというふうに思っています。またこの平成３０年度から家計改善支援事

業を実施されているということですけれども、その内容と成果を教えてください。 

○生活支援課長 

 この事業が生活困窮者自立支援法の任意事業の１つでございますが先ほど申しましたように、

相談室への相談総数は昨年度が２２５件程度ございました。相談の中身でございますがやはり、

相談の大部分がさまざまな金銭問題を抱えている傾向が見てとれます。さらにその中で家計管

理に問題があると思われる相談内容が全体の３割ほど占めている現状がございますので、これ

らの相談者は、自立相談支援事業などでの社会支援のつなぎや就労支援などでの対応は解決が

非常に難しいものと考えております。これらの相談者に対しまして家計改善支援を実施するこ

とで、みずからの家計の課題を把握させて管理意欲を引き出していくように努めているところ

でございます。初年度である平成３０年度に家計改善支援を行った対象件数は２８件ございま

したが、この経営改善支援は１件当たりの対応が長期間かつ多くの面接回数を要します。現在

週に１回から２回の支援の対応でございますので、今後ニーズがさらに増加すれば支援員の対

応日数等の増加の検討も必要であろうかと、そのように考えております。 

○兼本委員 

 今答弁ありましたが、対象件数２８件、この２８件は、その長期間を要するということです

ので、まだ支援が終了したということではないんですかね。 

○生活支援課長 

 今申しましたように、昨年のこれは家計改善だけではありませんが、平均プラン作成から終

結までの日にちが平均で２３４日とかかっております。昨年の統計なんですけども、ですので

この分が全て今年度中に解決したということでなく、まだ継続的に家計管理を行っている状況

の対象者が多数おるということでございます。 

○兼本委員 

 では、この相談室の構成と相談員はどのような資格を持っていらっしゃるのかお尋ねいたし

ます。 

○生活支援課長 

 この相談室の主任相談支援員が相談室の室長をかねております。相談室の包括的な管理をす

る立場であることから、精神保健福祉資格及び社会福祉の資格を有しております。相談支援員

は特に就労支援業務に当たることとしまして、国家資格でありますキャリアコンサルタント資

格を有しております。近年は社会情勢ではメンタルヘルスに起因する相談も非常に顕著になっ

ております。この対応の充実を図るためにもこのような有資格者は非常に重要な役割を担って

いるとそのように考えております。また、家計相談員の資格としましては、消費生活専門相談

員、消費生活アドバイザーまたは消費生活コンサルタントの資格を有する者、ファイナンシャ

ルプランナーの資格を有する者、金融機関において融資、ローン相談部門などで勤務経験があ

り、債務整理及び出納計画の業務に精通しているものを配置しているところでございます。 

○兼本委員 

 これから、まだまだ相談者の増加を目指すといいますか、自立支援を行わなくてはいけない

ということが必要であるではないかと考えますけども、その拡大の方法についてどのようにお

考えでしょうか。 

○生活支援課長 

 この事業の周知方法でございますが、市報やホームページ掲載、ＳＮＳ発信はもとよりチラ

シを作成し、ハローワークや医師会、若者サポートステーション、１３地区の民生委員・児童
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委員協議会等の関係機関に配置をお願いして配付をお願いしております。本日も地区民協３地

区ございますが地区民協に本日３カ所出向いて、相談室のほうが出向いて、このような相談業

務を行っておるというようなことで、伺っているところでもございます。また昨年度より管内

医療機関７カ所の地域医療連携室や介護関連団体、このような団体にも制度の周知と協力依頼

を行うなどしたことから若干でございますが、平成３０年度の相談件数が増加しているような

状況です。先ほど述べましたように、先月５月７日より、庁舎内の関係所管課との一層の連携

強化並びに利用者の利便向上性を図ることを目的としまして、相談室を本庁舎４階に移転して

おります。この移転により、庁舎内の税務、介護、子育て、住宅、教育などの各関係各課との

連携強化はもとより支援の必要な方々の早期の情報収集、また社協など近隣関係団体利用の際

の利便性向上が図られ、相談者の増加につながるのではないかと期待を寄せているところでも

ございます。今後隅々まで周知が行き届くようその方法について種々検討を重ねてまいりたい

と、そのように考えております。 

○兼本委員 

 ずっと答弁いただいた中で、実際支援を策定してから支援終了に至った方が４年間で８４％

ということは、８４％の方は自立の促進が図れたというふうに理解します。今回で平成３０年

度２２５件の相談があった中の大部分の方が金銭問題を抱えていらっしゃると、そして、家計

管理に問題があると思われる方が約３割を占めていらっしゃるということでいくと単純に計算

すると約６８名ほどの方がそういう問題を抱えていらっしゃる方がいらっしゃる。そのうちの

約４０％の２８件に関しては、家計改善支援の対象になったと、ただしこの改善するまでの期

間というのが平均で２３４日かかっていますよということですよね。これからまた相談者がふ

えていくということになれば、やはりおっしゃるように、金銭的な問題というのが非常に多い

んではなかろうかと思います。日数もかかる、こういう現状の中で、でも実際に約半数ぐらい

の方が支援を求められていたんだということを考えますと、この支援員の対応日数の増加、そ

れから増加の検討や支援員をふやすことということも確かに先ほど答弁いただきましたけども、

非常に大切なことではなかろうかと思います。ぜひそういったところを踏まえてもう具体的に

検討していただければと思っております。 

○委員長 

 次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑ありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑がないようですから、福祉部についての質疑を終結いたします。 

次に、教育部について質疑を許します。まず、質疑事項一覧表に記載されています「学校運

営及び学校教育にかかわる備品等の購入に関することについて、所管する教育財産の維持管理

及び処分に関することについて」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 学校に置いて使用する教材等の備品はどのようにして購入されていらっしゃいますか。 

○教育総務課長 

 教材等の備品につきましては、各年度、各学校からの要望また購入計画等に基づきましてヒ

アリングを行い、各学校の状況等を考慮する中で購入を図っております。 

○兼本委員 

 その備品の管理についてはどうされていますか。 

○教育総務課長 

 備品の管理につきましては、備品管理システムに登録を行い、管理を行っております。 

○兼本委員 

 ＰＴＡや各団体などから学校へ寄贈されることもあると思うんですけども、その備品等につ

いての管理はどのようになされていますか。 
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○教育総務課長 

 寄贈等があった際、寄附採納に係る諸手続を経まして、先ほど申し上げましたように、備品

管理システムにおいて登録し、管理を行っておるところです。 

○兼本委員 

 ということは、寄贈されたものを最終的には、学校の備品として取り扱うということでよろ

しいでしょうか。 

○教育総務課長 

 そのとおりでございます。 

○兼本委員 

 ではその備品等が例えば、古くなって使用しなくちゃいけないとか、そういったことで、例

えば保護者のほうから要望があった場合、これを新しくしてほしいとか、要望があった場合は、

その学校に要望を伝えて、学校のほうから教育委員会のほうにあげていただいて、それでそこ

から購入計画に従ってやっていくということでなるんですかね。 

○教育総務課長 

 はい、先ほどもご答弁をしましたように学校備品の購入につきましては、学校の要望、それ

と計画、購入計画をもとにヒアリングを行っておりますので、今、質問者が言われましたよう

な内容であれば、学校のほうにまずお伝えをいただければというふうに思います。 

○委員長 

 次に、３ページ、「学校図書館司書の配置について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 飯塚市においては、学校図書館司書が配置されていますが、どのように配置されているか教

えてください。 

○教育総務課長 

 本市におきましては全市立の学校に学校図書司書を配置を１名ずつ配置しております。ただ

児童生徒数の状況等を鑑みて２名、配置している学校があります。その学校につきましては小

中一貫校、４校ございますが、幸袋校、飯塚鎮西校、それと穂波東校には２名配置しておりま

す。 

○金子委員 

 頴田小中一貫校には配置しないということは、クラス数が足りないというふうに考えていい

ということですか。 

○教育総務課長 

 文科省も学校の規模を示している大方の学級数がございます。標準規模が１２学級から

１８学級というふうになっていまして、そのようなことを参考に学校図書司書のほうも配置を

しております。そのことから頴田校については１名の配置ということでございます。 

○金子委員 

 後からも出てくるんですが、生涯学習課の図書館のことで、頴田の支所は頴田の図書室にな

っていると思うんですが、残念ながら図書司書が頴田には図書司書がいないというふうにお聞

きしましたということは、頴田地区には図書司書が１名しか配置されていないということにな

りますよね。なので、これは要望ですが地区地区に応じた学校だけでなく、地域を含めたとこ

ろで図書司書のことを考えていただけたらと思っております。 

○委員長 

 次に、３ページ、「学校司書の位置づけについて」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 学校図書司書は、ありがたいことに飯塚市は全て置いていただいております。これは筑豊地

区でも大変ありがたいと思いますが、残念ながら、本当に残念なのが大変忙しいということが
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学校は入ってよくわかります。私も実は自分の子どもたちの小学校に、ずっと読み聞かせボラ

ンティアで毎週入っているんですが、そのときに図書館司書の先生たちが大変忙しい。それは

図書館での業務、本の紹介とかとだけでなくて教科書のこととか、それ以外のことが大変忙し

いというふうに見てとってわかります。大変特に４月ぐらいは本当に忙しそうだし、今は各ク

ラスに１時間の図書の授業ということで、クラス数が例えば、１学年３クラスだったら、

１８時間を持たなくちゃいけないというような状況になっています。その中で学校図書館法の

法的配置が働いているのか教えてください。 

○教育総務課長 

 学校図書館法に基づきまして、市立の全学校には学校図書館を設け、先ほども申しましたよ

うに１２学級以上、標準学校ですけどもそこには司書教諭の配置をしております。また本市は

司書等の有資格者を学校図書司書としまして各校１名配置しております。そういったことから

学校図書館運営の充実を図っているところでございます。 

○金子委員 

 学校図書というのは司書が大変重要な役割を果たしていると思います。大変メディアが盛ん

になって図書離れが叫ばれる時代になっております。また、ひきこもりや学校のクラスでのい

じめが起きた場合に図書館が大変重要な場所になるというふうに聞いております。そこに人が、

大人の人がいるというのは子どもにとっても安心した場所になるのではないかと考えますので、

ぜひまた、子どもにとって安心できる場づくりとして図書館のことを考えていただきたいと思

います。 

○委員長 

 次に、５ページ、「学用品扶助の各学校ごとの対応について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 学用品扶助というのを学校によって配れていると思いますが、その金額が異なる場合は、そ

の差額はどうしているのか教えてください。 

○教育総務課長 

 本市の就学援助制度におきましては、国の要保護児童生徒援助費補助金の予算単価をもとに、

学用品扶助費や入学準備費の援助額を設定し、対象となる児童生徒の保護者に定額支給を行っ

ております。それらの扶助費につきましては、学校生活に係る物品等の購入に使用していただ

くものでございますので、各保護者の判断でご利用をいただいているところでございます。 

○委員長 

 次に、１１ページ、「外国人が親権者である子どもの不就学について」、兼本委員の質疑を

許します。 

○兼本委員 

 近年外国籍の保護者が全国的にふえています。本市においても同様の傾向があります。今後

ますます増加することも予想されます。そこで外国籍の保護者の子どもたちが不就学とならな

いよう、どんなことが本市でなされていますか。 

○学校教育課長 

 不就学とは、公立学校等及び外国人学校等のいずれにも就学していないもの、就学の実態が

把握できないものと解しますが、本市では、国外からの転入時及び小学校入学時に該当する外

国人登録がなされている保護者に対しては、就学意思の確認を行っております。例えば、入学

時には入学意思確認の通知を送付し、入学申込書、または入学辞退届の提出を求めております。

中にはインターナショナルスクールへ入学したり、母国へ帰国予定であったりするため、入学

実態届を提出される方もいらっしゃいます。また、入学の意志についての連絡がない場合には、

電話連絡等に加え、学校と連携しながら家庭訪問等も行います。それでも居住実態が把握でき

ない場合には、入国管理局に出入国記録の紹介を依頼し、確実に就学できるように努めており
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ます。これは転入があった場合も同様であり、現在本市では、外国人登録がなされている保護

者の児童生徒で不就学に当たるケースはございません。 

○兼本委員 

 ちょっと、単純なこと聞いていいでしょうか。外国人の場合、親権者は外国人、例えば、お

父さんが日本人、お母さんが外国籍の方、そのお子さんが飯塚市の学校に入りますよといった

場合、この子は義務教育に当たるのですか。それとも先ほどの外国人のインターナショナルス

クールに通わせるのか、例えば公立の小中学校に通わせるのかとなったと、そういう選択肢に

させて学校に行くのか、それとも私たちの個人情報なんでこの子が、何というんでしょう。外

国籍なのか日本籍なのかというのはわかりません。でも学校に来てあります。両方ある、実態

としてそういった場合というのは、義務教育に当たるのか親の親権者の選択肢によるのかとい

うとどちらになるんでしょうか。 

○委員長 

 暫時休憩します。 

休 憩 １３：５８ 

再 開 １３：５９ 

 委員会を再開します。 

○学校教育課長 

 飯塚市で住民登録をされた場合には、まず飯塚市の学校へ入学を促します。ですので義務教

育の範疇になります。ただインターナショナルスクールに行くというケースも現実にはござい

ますので、その際には、その入学先等について確認をさせていただいております。 

○兼本委員 

 そういった中で確認されている中で不就学に当たるケースはないということは非常によろし

い事ではないかと思います。問題が例えば、例えばのケースでいいですか。お父さんとお母さ

んが別れてひとり親家庭なりました。ひとり親家庭になって親権者は、外国籍のほうだったと

します。そうすると、その方が夏休み等を利用して子どもを連れて、自分の国にお帰りになら

れたと。帰られて、日本は９月から学校が始まりますが、なかなか帰ってこられないという

ケースが多分あるんじゃないかと思います。そういった場合に今の話でいくと例えば、日本人

のお父さんお母さんどちらでも構いません。先に子どもだけを返すよとなったときには、お父

さんやお母さんのところにこの子どもは、帰されるということになるんですよね。お母さんや

お父さんが外国から帰ってこなくて、子どもだけが日本に帰ってくるとなった場合には、それ

は、お父さんとお母さんが別れてあったとしても、日本のお父さんやお母さんのところに戻っ

てくるということになるんですかね。 

○学校教育課長 

 ケースが、まず日本にいる就学時の年齢であれば、日本の学校に通うことができます。その

帰国された際の理由が、例えば向こうの本国に帰って向こうで生活し、学校に通いますという

ことでしたら、そのままであると思いますけども、例えば夏休み期間中、一時帰国をしますと

いうことで、もし学校に戻っていなければ、先ほど言いましたとおり学校のほうで住居等を探

したり、また本市のほうに問い合わせがあると同様に入国管理局のほうに照会をかけるという

ような手はずをとることになると思います。 

○兼本委員 

 わかりました。先ほど言いましたように、例えば今親権者のほうが外国に残っていると、子

どもだけが学校に行かせるために戻ってきましたとなると、例えば、日本にいる親が飯塚に住

んであれば、当然飯塚の学校に行くでしょうからいいんですけど、例えばその人が東京に住ん

でいるとか、北海道に住んでいるとかいった場合にそこに何の連絡もなしにそこに子どもは行

くわけですよね。例えばもう親がもう、子どもの面倒を見ないこととかというのはあり得ると
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思うんです。そうすると、この子は、そのままの学校に行かないままに、なってしまうという

ようなケースが出てくるんじゃないかと思うんですね。今課長おっしゃられたように、もとも

といた学校の先生たちが何でこっちに帰ってこない、もしくはどこに行ったかわからないとい

うことで、いろいろ調べた結果、学校に行ってなかったよというようなケースは実際にあった

みたいなんです。でもそれはたまたま調べられたからよかったけども、調べてわからなかった

ら、その子は、そのまま学校も行かずに、もしかしたら、ずっと日本にいる可能性だってある

んですね。ちょっと先ほど私が、親の国籍がどうなのかという話をしたんですけど、例えば義

務教育を受ける権利がもし子どもにあるんであれば、ここは何とかそういう、こう非常に難し

い問題だと思っています。情報がなかなか流れない、入ってこないというのはわかりますんで、

ただしそういった子どもたちのケースが出てくるんではないかなというふうに考えられます。

どうにかここはやはりどうにかしていかないといけないのではないかなと思いますが、現状で

何かそういった対策というか、先ほど言われました入国管理局の照会ぐらいしかやっぱり方法

というのはないんでしょうか。 

○学校教育課長 

 一度出国して戻ってきて場合に、改めて例えば飯塚市のほうに、そのお知らせがあるという

わけではありませんので、申し出がなされない限りは、正直なところ難しいところはあると思

います。もちろん学校のほうも責任を持って追跡調査をしますが、例えば父親の所在が今の

ケースだとわからなかったりするときには、なかなか難しいものではないかと思います。そう

いった際にやはりいろんな方の情報をもとに、学校に届けば、適正に対処させていただくとい

うことになると思う。 

○委員長 

 次に、１１ページ、「支援員の人事について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 今、飯塚市にはそれぞれの特別支援学級があり、また特別支援学級がなくても、教育支援員

が配属されていると思います。それは大変ありがたく思いますが、その配属というか採用の仕

方、また期間についてお尋ねいたします。 

○学校教育課長 

 まず各学校への配置については、学校教育課のほうで行い、募集をかけているところでござ

います。特に資格については、特別な場合を除き求めておりません。さらに年数については基

本的には１年更新という形で継続して働いてくださる方には働いていただいているというのが

実情でございます。 

○金子委員 

 今、特別な場合は除きとありましたがどんな場合が特別か教えてください。 

○学校教育課長 

 本市にあります飯塚小学校のほうに通級指導教室のほうを設けております。そちらのほうに

配置しております特別教育支援員については通常とちょっと異なりますので、その際には教員

免許状を有するという規定を設けて、今配置をしております。その他の学校は、そういう特例

がございません。 

○金子委員 

 特別支援を必要とする子どもたちには資格がない人たちが入るということですよね。その場

合、私もさまざまな子たちを見てきたときに、医療的ケアが必要な子も入る場合もあると思い

ます。その場合に、例えば、看護師の資格を持った人が、例えばいろいろ注射が必要な子とか

吸引器が必要な子とかいますよね。そういうときに、看護師の資格が必要だって言うときがあ

るかもしれません。そのときには、どういうふうな措置をとられますか。 

○学校教育課長 
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 特別教育支援員については基本的には子どもたちに寄り添って支援をしていくことになりま

すので、実際にはそういったことになると教員でありますとか、養護教諭であるとか、そうい

ったところが当たることになると考えております。医療ケアが必要な場合にはもう、直接医療

機関のほうにという形に養護教諭のほうで行いますし、例えばエピペンとかが必要な生徒もい

ますので、そういったものについては学校の教員のほうで研修を行って、教員のほうで打つ体

制はとられております。 

○金子委員 

 養護教諭に関しては学校の養護教諭の免許だけを持っている方もいれば、看護師の資格を持

っている方もおられると思いますが、医療的ケア、特に糖尿病の注射等になると、看護師じゃ

ないと難しいというふうにお聞きしていますがそれはどういうふうに考えられますか。 

○学校教育課長 

 現状、そういった医療的な免許を持っている方を学校に配置してはおりませんのでご家族の

ほうと協議してどのように対応するかを図っているところでございます。 

○金子委員 

 特別支援教育の教育支援員なんですが先ほど１年更新だというふうにお聞きしましたが、私

の知り合い等は、支援員がいらして、あるところに行って、何カ月かまた休まないと入れない

というふうな話を聞いたことがあるんですけど、どういうふうな仕組みなのか教えてください。 

○学校教育課長 

 現状、雇用形態からいきますと、一応３年を区切りで再更新という形になったときには一定

期間を空けるようになっておりますので、市の規定のほうにしたがってそのような形をとって

おります。 

○金子委員 

 どうしてその一定期間休まなくちゃいけないのかというところを教えていただきますか。子

どもたちからすると、４月が始まりなのに、突然その支援員の先生たちが休むという状況にな

っていたり、また支援員が大変不足しているという状況を聞きますので、どうしてその休みが

必要なのか教えてください。 

○学校教育課長 

 現在、特別教育支援員は市雇用の臨時職員でありますので、市の臨時職員の規定に従っての

ことでございます。 

○金子委員 

 理由はわかりましたが、学校という中で動いているところを考慮して、やはり子どもたちに

最善が尽くされるよう配慮していただけたらと思っております。 

○委員長 

 次に、１１ページ、「支援員の研修内容について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 また、引き続き支援員の問題ですが、学校の教師、教諭だけでなく学校にはさまざまな方が

働いてあると思います。その中で、特に支援員は、特別な支援を必要とする子どもたちにつく、

一番身近な大人であると私は考えております。その研修はどういうふうにされているのか教え

てください。 

○学校教育課長 

 特別支援教育支援員の研修は昨年度まで、夏季休業前の年１回実施でございました。内容と

しましては、特別支援教育支援員の役割や心構え、具体的な支援のポイントであるとか、障が

いに対する理解など筑豊教育事務所の指導主事の講話等々を通じて、研修を行っております。

今年度につきましては、年度当初に新しくなられた方には、まずもって研修が必要だろうとい

うことで、今年度から４月に研修を１度入れ、そして同じように夏休み前の２回を計画してお
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ります。また、毎年行っております。発達障がい研修会等にも声をかけさせていただいて参加

を促しているところでございます。 

○金子委員 

 時間的に大変難しいかと思いますが、これも要望ですが、資格がないというところでやって

いることに関して私も別にその資格がないことがいけないとは私も思っていません。資格がな

くても、大変障がいのある子どもたちに対して大変理解がある、もともと資質のある方もたく

さんいるなと思われますし、またもともとそういう支援員になりたいという気持ちのある方は、

ほとんどの方々が大変すばらしい方だと私は思っております。しかし、必要な研修というのは

やはりあると思っております。もともとその障がいに対しての理解を深めるための内容のもの、

特に障害者差別解消法とか合理的配慮のもの、また男女共同参画の視点からの発言でというと

ころで研修を用意していただければ、大変時間がないと思いますが、どうぞよろしくお願いい

たします。 

○委員長 

 次に、１１ページ、「スクールカウンセラーの組織勤務体制について」、金子委員の質疑を

許します。 

○金子委員 

 現在、スクールカウンセラーが飯塚市には配置されていると思いますが、その組織と勤務体

制について教えてください。 

○学校教育課長 

 スクールカウンセラーにつきましては、県費いわゆる福岡県教育委員会のスクールカウンセ

ラー、そして市費飯塚市が配置しているスクールカウンセラーの２種類ございます。県費のス

クールカウンセラーにつきましては、１中学校区につき、１名から２名配置され、週に４時間

から８時間の勤務になっております。市費のスクールカウンセラーは５名配置されており、原

則１人当たり週４時間の勤務となっております。県費のスクールカウンセラーは、校区内の各

学校において、主に保護者や児童生徒の教育相談に当たっております。また、市費のスクール

カウンセラーにつきましては、各学校長からの要請を受け、学校または本庁において、主に保

護者や児童生徒の相談業務等を行っているところでございます。 

○金子委員 

 ということは、飯塚市のスクールカウンセラーもいれば、筑豊教育事務所から派遣されてい

る方もいらっしゃるということですよね。大変二重構造というか、出所が違うんだなというこ

とはわかるんです。わかるんですけど、保護者や子どもたちからすると、ある意味どっちも一

緒だと思うんですよ。自分の気持ちを聞いてくれる、自分の子どものことを相談に乗ってくれ

るというところでは同じで、その人たちがどんなところから来ているとかいうのは正直関係な

いと私は思います。それよりは、自分がどれだけ話しやすい人になれるのかというのが、話し

やすい、相談窓口なのかというか、そこが一番大事なのではないかなと思います。特に、やは

りいじめられたり、虐待を受けたり、暴力を受けたりする子たち、あるいはそれを見ている親

たちというのは大変心が傷ついていると思いますので、相談をするのにも大変勇気がいる状況

の中で、例えばそれが、きょうはいつも来ている先生はいない、あしたの午後しかいないとか

来週また来るよとかなっても、相談する側は大変しにくいと思うんですよね。特に今の保護者

は、ほとんどが保護者は両方とも働かれて、もしくはひとり親家庭かもしれない。そのときに

時間をとって相談に乗るというのは大変時間を割くことだしそこがまたきょうはいないとか、

あるいは市役所に行ってくださいというのは大変便利が悪いものだと思います。なので、せっ

かく、これ提案になるかもしれませんが教育事務所と飯塚市があるのであれば、どちらも利用

するんじゃなくて、保護者からまた子どもたちから見て何が一番、どういった状況が一番、利

用しやすいかというところを考えていただければと思います。 
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○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休 憩 １４：１８ 

再 開 １４：２８ 

 委員会を再開します。 

 次に、１１ページ、「スクールソーシャルワーカーの組織勤務体制等について」、金子委員

の質疑を許します。 

○金子委員 

 スクールカウンセラー続きまして、スクールソーシャルワーカーはどこの組織に入るのか、

またその勤務形態を教えてください。 

○学校教育課長 

 スクールソーシャルワーカーにつきましては、公益財団法人福岡県社会福祉会にお願いし配

置していただいております。県費、これも先ほどと同じように県費と市費というのがございま

して、県費につきましては、１つの中学校区、現在は鎮西中学校区に１名配置されております。

時間といたしましては、週８時間という形でございます。また、市費のスクールソーシャル

ワーカーについては１名配置しており、週４時間の勤務となっております。どちらも業務内容

は、家庭、学校、地域環境の改善に向けて支援ネットワークを築くことでございます。 

○金子委員 

 私自身がそのスクールソーシャルワーカーという方にお会いしたことがないんですけど、ど

んなふうな、具体的に例えば鎮西でどんなことが起こって、よかったとかそういう具体的なお

話が聞ければと思いますが、どうでしょうか。 

○学校教育課長 

 鎮西ではございませんけども、例えば子どもとの連絡がなかなかとれない、親ともとれない

とかいった場合に一緒に家庭訪問していただいて、親と学校、そして関係機関をつないでいた

だいたりと言ったようなことで、学校だけではなかなかその解決の道が見えないときであると

か、学校と親御さんの関係が悪いときに、こういう方に入っていただくことで前進したという

事例はございます。 

○金子委員 

 今まではスクールカウンセラーがたくさん多かったし最近は入るのが当たり前のようになっ

てきている時代と思いますが、私はこれから必要なのは、先ほど民生委員の話もございました

が、民生委員さんが大変いっぱいいっぱいというか、業務内容がたくさんある中で、このス

クールソーシャルワーカーというのは大変貴重な存在ではないかなと思っております。自立支

援の話とか児童虐待の話とか、妊婦さんの話とか全てをネットワークしていくというのは大変

重要なことだと思いますので、このスクールソーシャルワーカーやほかの相談事業とかを組め

るような組織づくりもお願いしたいと思います。 

○委員長 

 次に、１１ぺージ、「スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの連絡体制につ

いて」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 このスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーというのは、私の聞いたところに

よりますと、自分が例えば子どもだったら、担任に話をし、それから校長先生に話をし、それ

からスクールカウンセラーに話が行くというような話を聞いております。だけど残念なことに

どうしても急いで解決したいとか、実は担任の先生が苦手なんだとか、校長先生が実は苦手な

んだという、そういう話も実はあると思うんですよね。そのときにその経路を通らなくちゃい

けないというのは大変子どもたちからすると、問題抱えた親からすると大変連絡しにくい状況



３７ 

になっていると思います。そこを直接連絡がとりたいというときは、どういうふうにすれば良

いのか、お伺いいたします。 

○学校教育課長 

 おっしゃいますとおり原則としてスクールカウンセラー、ソーシャルワーカーについても学

校を通じて連絡するようにしております。これは日数の問題もございますし、調整の問題もあ

りますので、そういう形をとっております。ただ例えば子どもが直接相談したい案件があった

ときにやはり学校で言えば、保健室というのが非常に大きな役割を示しており、それの１つの

一端を担っているのが、養護教諭ではないかと思っております。また飯塚市教育委員会のほう

といたしましては、市の教育研究所のほうに相談電話の窓口がありますので、そちらのほうに

保護者から相談があった場合には、スクールカウンセラーやソーシャルワーカーにつなぐとい

うようなことも行っているのが現状でございます。 

○金子委員 

 私の知り合いは、残念なことに担任に話をしました。だけど、担任が少し待っておいてくだ

さいと言うから実際待ったら、実はその先生が忘れていた。連絡するのを忘れていて、その子

はずっとずっと待っていた、子どもをお持ちの人もずっと待っていたという事例がありますの

で、どんなふうにそうじゃなくてもいいんだよということを必ず担任じゃなくても大丈夫だと

いうところを周知できるような方法を考えていただくようお願いいたします。 

○委員長 

 １２ページ、「豊かな学びを構築するための教育について、保護者の理解の必要性につい

て」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 豊かな学びを構築するための教育についてお伺いいたします。本市ではさまざまな教育施策

が講じられています。また成果も見られているようです。未来を担う子どもたちのために先進

的な教育を行っていくことは私も重要と考えていますし、実際私はＰＴＡの会長していたころ

に、オンライン英会話が始まりました。国語が大嫌いな子どもがこの英会話が始まったことに

よって、自分の意見を外国人に伝えたいということで、国語を一生懸命頑張ったと、そして国

語の力が上がったと保護者の方が非常に喜ばれていました。そういった意味ではさまざまな方

向性から、教育というのは、いろんな方向性を子どもたちに与えることによって、苦手な分野

も得意科目のほうになっていくのかなと思いました。また昨年からまちづくり協議会でプログ

ラミング教室というのを始めました。ことしはあと２つほどまちづくり協議会も同じように実

施されたみたいなんですけども福岡ソフトウェアセンターに依頼して行いました。今回福岡ソ

フトウェアセンターの実績報告というのが出ていまして、その中にこのプログラミング教育と

いうもの自体、やはり保護者が何で必要なのかとか、言ったことがわからなかったですとか、

しかし子どもと一緒に参加することによって何となくわかりました、参加してよかったですと

いうようなアンケートのご意見をいただいています。そういった意味では今新しい、飯塚市は

いろんな教育施策を行っています。この件に関して、やはり保護者の皆さん、何でこういうこ

とをやっているのかを知っているのかということを考えますと、なかなかやっぱりちょっと保

護者までの認知もしくは理解をされていないことが多いのではないかというふうに感じていま

す。そこで私は保護者の理解がこれから学校教育、ＰＴＡを通してでもそうなんですが、学校、

地域、保護者と協力してやっていく上で非常に大切じゃないかというふうに思っておりますが、

本市としてはどのようにお考えでしょうか。 

○学校教育課長 

 質問委員がおっしゃいますとおり、学校、地域、家庭が一体となって子どもたちを育成して

いくためには、保護者や地域の方にも、これからの教育の方向性を知っていただき、本市の教

育施策に対して理解していただくことは重要なことだと考えております。 
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○兼本委員 

 そのためにはどのような取り組みがなされていますか。 

○学校教育課長 

 本市では、年度当初にリーフレット、「飯塚市が目指す教育」を全児童生徒の家庭に配布し、

市のホームページを通して、どなたでも見ることができるようにもなっております。また、年

に１回、市の教育施策に関連した教育フォーラムを開催し、保護者の皆様にも参加を呼びかけ

ております。学校においても、ＰＴＡ総会の際に自校の取り組みとあわせて説明をしたり、学

校通信で啓発を行ったりもしております。また、年に２回行っております学校開放日も、そう

いった意味では重要なものだと考えております。 

○兼本委員 

 未来の社会を見据えて教育委員会が今取り組まれていることは非常にいいことだというふう

に思っていますし、もっと充実させてほしいという思いもあります。ただ私たちもそうなんで

すけど私が受けた教育と全く違うわけなんですね。しかし、その上で子どもたちの教育効果を

高めるためには保護者の理解や協力というのは欠かすことはできません。子どもたちや先生方

とともに保護者の皆さんもこれからの教育について、学ぶ機会をできるだけたくさんつくって

いくべきではないかというふうに思います。教育委員会主催の講演会も大切だと思いますけど

も、各学校で行われている授業参観には、かなり多くの保護者が参加されています。残念なが

らＰＴＡ総会とか、そういったとこになるとなかなか保護者の方の参加というのが難しいとこ

ろございます。ですので、逆にその授業参観などの保護者が多く、参加される機会に、キャリ

ア教育やプログラミング教育に係る授業やオンライン会話の授業を保護者に見ていただくこと

によって、参観された保護者に、よさや必要性が伝わるよう工夫していただきたいと思ってお

りますので、どうか、そのような形で保護者の理解度を高めるためにもお願いしたいと思いま

す。 

○委員長 

 次に、１２ページ、「放課後児童健全育成事業について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 放課後児童クラブが子育て支援課から学校教育課に所管が変わりまして２年が経過しました。

この２年経過した成果や課題についてお答えください。 

○学校教育課長 

 まず成果といたしましては、児童クラブと小学校の情報交換が定期的に行われるようになり、

児童に関する情報の共有化が以前よりも随分進んだと考えます。また、児童クラブが学校施設

を円滑に利用できるようにもなってきております。さらに、児童クラブでは児童クラブごとに、

教育的要素を取り入れた活動が積極的に行われつつあります。課題といたしましては、児童ク

ラブにより、やはりこの取り組みの差があったり、また取り組みが体系化されていなかったり

しているところが課題かと捉えております。 

○兼本委員 

 このたしか２年前に学校教育課に所管が変わりましたと言ったときに、教育的要素を取り入

れた活動がそれによってできる、できますというのは非常に利点ですという話をたしかその当

時の教育長である市長が言われてあったと思うんですけども、その教育的要素を取り入れた活

動というのは具体的にはどのようなものを行っていらっしゃるんですか。 

○学校教育課長 

 例えば音読でありますとか、朗唱でありますとか、そういったものもございますし、それか

らいわゆる知識面だけではなくて、体力向上のために、スポーツ的な要素を取り入れた、例え

ば縄跳びであるとかいったものを集団でやるというような取り組みがいろいろな児童クラブで

実行されているところでございます。 
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○兼本委員 

 わかりました。そのような状況を踏まえまして、今後の方向性についてはどのようにお考え

でしょうか。 

○学校教育課長 

 放課後児童の支援のあり方について、今後検討委員会を立ち上げ、放課後の児童クラブにお

ける、先ほどから申しております学習プログラムづくり等を行ってまいりたいと考えておりま

す。現在、そのための準備を行っているところでございます。 

○兼本委員 

 その学習プログラムづくりというのは、先ほどそのスポーツ的要素であるとか、団体で行う

要素、団体行動であるとか、そういったものを主体としたプログラムということでよろしいん

でしょうか。 

○学校教育課長 

 はい、おっしゃいますとおり、今のようなことでございますし、児童クラブは異学年交流が

非常にとりやすい環境でもございますので、そういった利点を生かして取り組めること進めて

まいりたいと考えているところでございます。 

○兼本委員 

 今後、共働き世帯が増加している中で、また保育の無償化が始まって非常に児童クラブに入

所する児童も増加していくのではないかというふうに予想もできます。児童クラブでの生活が

より有意義なものとなるように児童クラブの支援員さんの確保も含めて取り組みを進めていた

だきたいと思います。 

○委員長 

 次に、１２ページ、「ペッパーの活用について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 今、プログラミングの話が出ておりますが、ペッパーが学校に何台か入っているということ

を聞いておりますが、どのくらいの台数、ペッパーが入っているのかまた、どのように使って

いるのか教えてください。 

○学校教育課長 

 今年度中には全小中学校２９校に配置予定でございます。現在の使い方といたしましては小

学校ではプログラミングの授業の中、そして中学校では主に技術科の中で使われるというふう

に考えております。 

○委員長 

 次に、「オンライン英会話の実施状況について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 小学校でオンライン英会話が行われるというふうに聞いておりますが、どの学校でも取り入

れられているか、またどのようなシステムで行われているのか、ほかの自治体が取り入れられ

ているのかどうかをお伺いいたします。 

○学校教育課長 

 飯塚市小学校の５年生、６年生の全児童に対して行っております。平成２８年、２９年は

６年生のみでの実施でございましたが、３０年度そして今年度は５、６年生で実施しておりま

す。オンライン英会話のシステムは、インターネットを活用してネイティブ講師とのマン・

ツー・マンでの英会話レッスンができるシステムとなっております。小学校の授業に英会話を

導入することで、英語でのコミュニケーション能力等の基礎が養われ、中学校英語教育につな

がると考えております。他の自治体での実施については十分な把握はしておりませんが、非常

に数はあっても非常に少なかったり、幾つかの学校単位でというふうなことでお聞きしており

ます。 
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○金子委員 

 オンライン英会話は、大変有効だと思っております。また４技能とよく言われるのが聞く、

話す機能ができ、これからは書くとか読む力を養うところができるのはないかと思いますが、

特にその中学校英語教育との連携をどのように考えているのか、お伺いいたします。 

○学校教育課長 

 今おっしゃいましたとおり小学校で話すことや聞くことをしっかり学んでいることを踏まえ

て、中学校ではやっぱり読むこと、そして書くことを加えた、４技能をバランスよく育成して

いくように努めております。中学校の英語教員には小学校のオンライン英会話や英語科の授業

参観を通して、小学校でどのような英語の授業が行われているかを把握させております。以前

から、言われておりますが、教師からの一方通行の授業が特に中学校では多いようでございま

したので、そうならないようにゲーム形式の授業取り入れたり、生徒同士の対話活動を仕組ん

だりするなど、学習活動を計画的、継続的に行っております。また中学校には現在の電子黒板

等もございますので、動画や電子教材の活用も積極的に行われるようになってきているところ

でございます。 

○委員長 

 次に、１２ページ、「放課後児童健全育成事業における児童の過ごし方について」、金子委

員の質疑を許します。 

○金子委員 

 先ほどの続き、延長になりますが、児童クラブの過ごし方について聞きたいです。また、大

体のスケジュールをまず教えてください。また、長期休暇中はどのように過ごしているかをお

伺いいたします。 

○学校教育課長 

 各児童クラブにおいて児童の過ごし方は異なりますが、一例として、挙げさせていただけれ

ば、平日であれば、１５時から遊戯室またはグラウンドでの遊びを行い、おやつ等の休憩を挟

み、室内清掃の実施、１６時ごろから縄跳びや跳び箱の教育活動や俳句の朗唱などを行いまし

て、１８時または延長の１９時のお迎えの時間となっております。また、長期休業中、また学

校の休業日においては、８時から読書や学習、読み聞かせ、またＤＶＤを利用した学びの時間、

そして１０時ぐらいから遊戯室またグラウンドでの遊び、その後昼食をとりまして、午後から

は再度、学習時間は読み聞かせなどを行い、１５時からは平日と同様のスケジュールで実施し

ております。 

○委員長 

 次に、１２ページ、「児童クラブの先生たちへの研修内容について」、金子委員の質疑を許

します。 

○金子委員 

 先ほどから放課後児童健全育成事業ということで、児童クラブと先生たちの生活が大変忙し

いもので学校の先生よりもいろいろこう考えなくちゃいけない、生活全般のことを考えてスケ

ジュールを立てているんだなということがわかりました。それでその先生たちの研修というの

はどのようなものか教えてください。 

○学校教育課長 

 児童クラブの先生たちに対しましては、委託業者でありますＮＰＯ法人飯塚市青少年健全育

成連絡協議会において、児童クラブの先生方の資質向上のため、全員を対象に、昨年で言えば、

８回の研修を行っております。内容といたしましては、接遇、人権、アレルギー対応、スキル

アップ、救命救急に関することなどでございます。また、学校と定期的に集団活動の指導のあ

り方、コミュニケーション能力の育成などの研修も行っております。なお、近年の子どもに対

する虐待、いじめや不登校などの状況を鑑みれば、先生方の資質向上は継続的に取り組まなけ
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ればならないものと考えております。中でも、接遇、子どもの人権、いじめに関することにつ

いて、先生方の知識の向上に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

○委員長 

 次に、１２ページ、「学校と児童クラブの連携及び障がい児放課後デイサービスとの連携に

ついて」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 児童クラブに関連して学校との連携、先ほどおしゃられましたが、もう一度連携についてお

聞きいたします。どんなふうな連携をされておるかお伺いします。 

○学校教育課長 

 各小学校には、児童クラブ担当の教諭がおります。児童クラブと小学校の情報交換会も定期

的に行われ、情報の共有化を進めているところでございます。児童クラブにおいては、児童館

のトラブルや指導上での諸問題の解決策について、学校からアドバイスを受けるようなことも

行われております。また児童クラブが学校施設をより円滑に利用できるようにもなってきてお

り、先ほど申したとおり教育的要素を取り入れたプログラムづくりにも一助となっていると考

えております。 

○金子委員 

 それでは、障がい児、障がいのある子どもたちの障がい児放課後デイサービスと学校との連

携についてお伺いいたします。 

○学校教育課長 

 教育委員会としまして、放課後デイサービス等との連携は特に行ってはおりませんが、各学

校では特に昨年度あたりから基幹相談支援センター職員やデイサービスの職員と学校側とで定

期的にケース会議を実施されているところがふえてきております。また対象児童への対応につ

いて、協議するように学校からも、そしてそういった関連サービス関係のところからも、問い

合わせがあり、進めているところでございます。 

○金子委員 

 以前は障がい児放課後デイサービスがたくさんなかったので、かなりの人数の子どもたちが

児童クラブに所属しておりました。しかし、現在、ここ２年か３年ぐらいだと思うんですけど、

放課後児童デイサービスというのが大変盛んになりまして、迎えに来ていただいて、車で来て

送迎して、子どもたちをそちらに運んで送迎するという形がふえてまいりました。料金的にも、

児童クラブより放課後児童デイサービスのほうが利用料金が安いとか、子どもたちをお家まで

連れてきてくれるという利点もあったり、また子どもたちのトラブルが少ないという理由で児

童クラブを利用せずに放課後児童デイサービスを利用されている保護者が多いと私は聞いてお

ります。それはそれでいいことかなと思うんですが、そのときはいいことかなと思うんですけ

ど、子どもたちの将来的なことを考えたら、ずっと放課後デイサービスにずっと行く、いわゆ

る一般の子どもたちと交流がないまま、行くというのは私は大変危険なものではないかなと考

えております。せっかく事業では、特別支援クラスに行き勉強が難しいとかそういうことでな

く、前だったら一緒になって遊んでいたところが、この子たちが放課後デイサービスに連れて

行かれるというか、そちらで過ごし、児童クラブで過ごしてということになると、全然交流が

持てないままになって大人になっていくというのは、実は大きな問題ではないかなというふう

に私は考えております。なので、先ほどのちょっと戻るんですけど、社会・障がい者福祉課の

児童サービスの中で保育所等訪問サービス、保育所等であったので、できればそこで一緒にな

って話せるような、教育部と福祉部が子どもの放課後について話せるような取り組みがあれば

いいなと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、１６ページ、「学校給食費の収納に関することについて」、兼本委員の質疑を許しま
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す。 

○兼本委員 

 学校給食費の収納に関することについてお伺いいたします。給食費滞納者についてどのよう

な手続を行っていますか。 

○学校給食課長 

 学校給食費の滞納対策につきましては、督促状、催告状の送付、電話、訪問等の実施、また

保護者から滞納の原因を招集し、分納相談等にも応じながら対応しておるところでございます。

また悪質な滞納者に対しましては、裁判所に支払督促を申し立てる法的措置を実施していると

ころでございます。平成３０年度につきましては、２２件、約４５０万円の債権について実施

いたしました。今後も同様の取り組みを行いながら、給食費の納入意識の向上及び不公平感の

解消につなげ、収納率の向上を図りたいと考えております。 

○兼本委員 

 いろいろ滞納に関しまして学校給食課のほうでいろいろご苦労されているというふうに思っ

ております。今２２件、平成３０年度で２２件、約４５０万円の債権について、支払督促申立

が行われたということですが、どのくらいの回収がございましたか。 

○学校給食課長 

 督促を行った金額４４５万６６１６円のうち、今現在回収できたものが１１６万８４４５円

でございます。 

○兼本委員 

 それは例えば、あと残りが回収できないという部分に関しては、支払督促の法的措置という

ことであれば債務名義がとられてあるということでよろしいですかね。 

○学校給食課長 

 債務を確定させていただいたものが１１件ございます。 

○兼本委員 

 それは全部、それで回収は可能になったんですか。 

○学校給食課長 

 債務は確定しておりますが、これから強制執行等の手続に移りまして、財産状況調べながら

回収していくというふうに流れになります。 

○兼本委員 

 債務名義がとれても債権を回収できないということは多々、ここだけではなく、一般的に多

い事例ではございます。これ今約４５０万円の２２件ということであれば、１件当たり約

２０万円ほどなのですか。もっと、例えばこれ早めに滞納対策というのができないものなのか

どうかについてお伺いします。 

○学校給食課長 

 この法手続につきましては、過去平成２６年度に実施いたしまして、２７年、２８年、

２９年につきましては、この法的設置というものの事務が非常に煩雑でございまして、実施で

きなかったところでございます。ただ平成３０年度以降につきましては、この法的措置につき

ましては、継続的に定期的に実施していかないと滞納者に対する警告的な効果も薄れていくも

のと考えますので、今後は確実に実施できるように取り組んでいきたいと考えております。 

○兼本委員 

 ぜひ、確かに先ほど課長答弁ありました。不公平感の解消というところもございますので、

早目の、今までに平成２７年、２８年、２９年度の部分も一緒に含まれている金額ということ

は理解できましたので、そういったこともないようにしてほしいですし、今後、早目の対応を

とっていただければと思います。 

○委員長 
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 次に、１６ページ、「保護者が負担する給食員の使途について」、金子委員の質疑を許しま

す。 

○金子委員 

 現在、飯塚市では、給食が自校式になって残食率も大変減ったというふうにお聞きしており

ます。私の娘も、ぎりぎり二瀬中学校のほうで自校式のご飯を食べさせていただき、大変おい

しかったというふうに言っております。ありがとうございます。それで保護者が負担する給食

費の使途について、どんなふうに給食費が使われているのか、その内容についてお伺いいたし

ます。 

○学校給食課長 

 給食費は全て給食の食材費に使われるものでございます。 

○金子委員 

 人件費や光熱費、それから運搬に必要な例えば食缶だったり、そういう入れ物だったりは含

まれないというふうに考えてよろしいでしょうか。 

○学校給食課長 

 委員のおっしゃるとおりでございます。 

○金子委員 

 入れ物というところで確認したいんですけど、これは別の市町村では起こっていた話だと思

うんですが、例えばその食器は、市が負担していく、だけどパンとか、それぞれのご飯の入れ

物とかに関しては、実は給食費から全ての中から出されていたということがありましたが、飯

塚市のものでは、例えばパンの袋とか、そういうものはどのようになっているか教えてくださ

い。 

○学校給食課長 

 パンの袋につきましては、食材費の一部として支払っております。衛生面からもパンを含め

て納入していただくことが必要であると考えておりますので、どうぞご理解のほどお願いいた

します。 

○委員長 

 次に、１７ページ、「直営と民間委託の過去５年間の事故報告について」、金子委員の質疑

を許します。 

○金子委員 

 学校給食に関しては、直営と民営委託があるというふうに伺っております。直営は旧筑穂町

と旧穂波町、そして民間委託が旧飯塚市や旧庄内町、旧頴田町は民間委託となっておりますが、

過去５年の事故報告があればお伺いいたします。 

○学校給食課長 

 直営校につきましてですが、公務災害の件数といたしまして、平成３０年度が１件、２９年

度が３件、２８年度が７件、２７年度が５件、２６年度が１件でございます。民間委託業者に

つきましては、昨年度の状況でございますけども、平成３０年度は３件、給食調理師のけが等

の事故が起こっております。 

○金子委員 

 それまでは、３件以外はほかにはないということでよろしいでしょうか。 

○学校給食課長 

 はい、そのとおりでございます。 

○委員長 

 次に、１９ページ、「社会教育委員の会の運営構成について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 生涯学習課の中には、社会教育委員の会というのがありまして、まずその内容についてお伺
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いいたします。 

○生涯学習課長 

 社会教育委員の役割といたしまして、社会教育に関する計画の立案や調査、研究を行うこと

など、社会教育に関して教育委員会に助言をする役割を果たしております。 

○金子委員 

 具体的にどんな内容なのか、わかる程度で教えてください。 

○生涯学習課長 

 生涯学習課で所管をいたしております事業の計画、それから実施状況等々につきまして、事

務局のほうより案を出したものについて、協議を行っていったりとかしておるところでありま

す。 

○金子委員 

 その社会教育委員の会の中に社会教育主事または社会教育主事補はいらっしゃいますか。 

○生涯学習課長 

 社会教育委員の会には、社会教育主事、主事補という方がいらっしゃいません。 

○金子委員 

 社会教育は大変幅が広い教育だと思います。その中にいろんな、さまざまな方を含めての教

育というふうに私は考えておりますが、その中で私のイメージとしてなんですけど、実際に生

涯学習課、コスモスコモン、コミュニティーセンターとか、交流センターとかの事業を考えて

みたときに、６０歳以上の方たちの活動、大変充実しているなというふうなことも感じます。

また最近は土日の親子活動もそれに入るのかなと思うんですが、残念ながら、障がいのある人

たちの活動というところが少ないのではないかなと思いますがその辺は、どのようにお考えに

なりますか。 

○生涯学習課長 

 障がい者ということでの制限というのは特に設けておりませんので、生涯学習事業、いろい

ろさまざま行っておりますけども、そういったことについては当然、参加をしてもらいたいと

いうふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○金子委員 

 特に障がいのある人と言ってもさまざまあります。目は見えなかったり、目が不自由だった

り、いろんなその障がいがあってのところなので、できればその人たちをターゲットにという

か例えば６５歳の人だったら、こんなの好きだろうなろいうふうに考えての事業だったと思い

ます。また、親子活動にしても、親子を集めようと思っての事業だったと思います。だから、

今回、障がいのある人たちもその人たちをターゲットにした事業をせっかくなので、考えてい

ただくとその人たちが集まりやすい、何となく全般的に集めるとしても、特に障がいのある人

たちはそこに今まで行ったことがなかったりすると扉をあけるのが大変きついなあと思います

ので、さまざまな社会教育、さまざまな内容と対象者を含めたところでの事業を展開していた

だきたいと思っていますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、２１ページ、「図書館の施設管理方法について」、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 図書館の管理の仕方がこれも直営と指定管理とありますが、どういう理由で分かれているの

か教えてください。 

○生涯学習課長 

 図書館の指定管理につきましては、現在、指定管理が飯塚館、筑穂館、庄内館の３館であり

ます。直営につきましては、穂波館、頴田館の２館というふうになっております。現行の指定

管理期間は平成３０年４月１日からの５年間としております。現行の指定管理の導入を検討す
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る際に、穂波館につきましては、穂波地区の公共施設の再編について協議をいたしておりまし

た時期でありまして、移転の可能性も含んでおりましたので、穂波館の指定管理の公募をする

ことができず、直営として継続をいたしているところであります。また、頴田館につきまして

は、以前より図書館が交流センターに併設されていることから、直営で運営をし、交流セン

ターの職員が図書館業務を併任しておるいうところで今の形で運用しているとなっております。 

○委員長 

 次に、２４ページ、「旧伊藤伝右衛門邸の入館者数の減少について、文化財としての在り方、

今後の方針等について」、兼本委員の質疑を許します。 

○兼本委員 

 旧伊藤伝右衛門邸の入場者数なんですが、今、平成２８年度から３０年度までの資料によれ

ば入場者数が出ています。多分この２７年、２６年にもっとテレビの影響等々あって、入場者

数が多かったと思うんですが、２９年度、３０年度のでは約１万人に２８年度、２９年度では、

約２万人ほど減少しているわけなんですけども、この文化財として、当然、維持費等はかかっ

てくると思います。民間の企業が持っている文化財とは違ってこれは市が持っているわけなん

ですけども、そういったかかかる維持費、どう捻出するかと考えた場合に、文化財としての今

後のあり方と方針についてどのようにお考えなのかお伺いします。 

○文化課長 

 近年、文化庁は文化財を観光資源として活用するようにという指針を示しています。文化課

としましては、文化財としての価値を高め、観光資源としても活用を図ることができるように、

旧伊藤邸の建物につきましては、耐震補強のための調査や修復工事と庭内の保存整備事業を進

めるほか、県内８カ所にあります国指定の名勝庭園で協議会を立ち上げ、庭園の保護、管理技

術の向上を図るほか、庭園鑑賞の楽しみ方を広めるなど、庭園の魅力の情報発信を自治体間で、

相互に連携を図りながら進めているところでございます。また、この伊藤邸の保存活用の検討

に当たりましては、文化財に関する有識者を初め、観光の分野、情報発信の分野、まちづくり

の分野などの方々を構成委員とする文化財保存活用推進委員会におきまして、アイデアをいた

だくとともに、観光行政の分野とも協力をしながら、観光資源としての活用を図ってまいりた

いと考えております。 

○兼本委員 

 ちなみに、この維持費というのは大体年間どのくらいかかるものなんですか。 

○文化課長 

 この伊藤邸の維持管理につきましては、伊藤邸の受付業務や後、庭園の樹木の管理また、光

熱水費それらを含めまして約年間２２００万円程度必要となっております。 

○兼本委員 

 この２２００万円の内訳というのはどのようになるんですか。内訳というか例えば、国が何

十％とか、もしくは飯塚市が１００％とかそういうことです。 

○文化課長 

 先ほど申しました維持管理費につきましては、全額市の負担となっております。 

○兼本委員 

 そうなると、先ほど答弁いただいたようにやはり文化財として伊藤伝右衛門邸をいかに価値

を高めるかということは考えていかなくては、これだけにですね。確かにいい建物だと思いま

すし、行くと私は大好きなんですけども。なんでしょう、建築の面からとか、いろんな方向性

からこの建物のよさをアピールするとか、あとは、文化の施設の一つとして何かここを利用す

るとか、そういった方向性とかいう考えというのはお持ちでしょうか。 

○文化課長 

 市内にあります近代化遺産ほかに内野宿や嘉穂劇場、そういったところもありますので、そ
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ういった施設との連携を図って魅力をアピールしたいと考えております。また、先ほど申しま

した文化財の保存活用推進委員会の中で、いろんな意見をいただきながら、活用方法について

検討したいと考えております。 

○委員長 

 次に、２４ページ、「旧伊藤伝右衛門邸の維持管理及び入館者数について」、金子委員の質

疑を許します。 

○金子委員 

 兼本委員と同じですので、取り下げます。 

○委員長 

 わかりました。次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑がないようですから、教育部についての質疑を終結いたします。以上で全ての質疑を終

結します。討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

討論を終結いたします。お諮りいたします。所管事務の調査については調査終了といたした

いと思います。これにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、所管事務の調査については調査終了とすることに決定いた

しました。 

お諮りいたします。案件に記載のとおり執行部から７件について報告したい旨の申し出があ

っております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

「『いいづか出会いサポートセンターＪＵＮＯＡＬＬ』の開設に伴う協定締結について」、

報告を求めます。 

○子育て支援課長 

 「『いいづか出会いサポートセンターＪＵＮＯＡＬＬ』の開設に伴う協定書の締結につい

て」、ご説明いたします。現在、本市におきまして、定住化促進事業の一環として、イベント

型の婚活事業を実施しておりますが、今回ＮＰＯ出会いサポートセンターＪＵＮＯＡＬＬが所

有する会員制によるＩＴマッチングシステムを用いた新たな婚活事業を実施するため、いいづ

か出会いサポートセンター飯塚を福岡ソフトウェアセンター内に開設するものです。資料１－

１に協定書、資料１－２にパンフレットを添付しております。開設に当たりまして、設置者で

ある飯塚市、ＩＴマッチングシステム及び出会いサポートセンターの指導、助言を行うＮＰＯ

提案サポートセンターＪＵＮＯＡＬＬ、運営を行う株式会社福岡ソフトウェアセンターの３者

で、５月２１日、事業運営に関する協定書を締結しております。設置場所を福岡ソフトウェア

センター内に設置し、福岡ソフトウェアセンターが運営を行います。設置及び運営に係る経費

につきましては、社会貢献事業の一環として、福岡ソフトウェアセンターが負担いたします。

開所日、開所時間及び開所時期につきましては、現在の予定といたしましては、木曜日から日

曜日の午後１時から午後７時までとし、開設時期は本年１０月開所を目指し事務を進めており

ます。サポートセンターの利用方法といたしましては、まず、サポートセンター内で会員登録

を行い、登録時に自分の細かな自己ＰＲのプロフィールをシステムに登録を行います。会員登

録後に希望するお相手像を専用のタブレット端末に入力すると条件に合う人だけをシステムが

自動抽出し、その中で気にいる人がいれば、センター職員が仲介し相手が了承すれば、サポー

トセンター内でお見合いを行うという流れになります。条件があう人がリストアップされ理想

に近い人と出会える確率が高くなる仕組みとなっております。年会費は、１万２千円となって
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おりますが、現在、会員登録３千名までは無料で行っております。サポートセンターの開設状

況は全国９カ所、福岡県内では北九州市、福岡市、宗像市、久留米市の４カ所にサポートセン

ターを設置しております。実績といたしまして、２０１９年５月２０日時点での会員数、これ

は全国での会員数なんですが、２６０７名、交際成立数として６１６組、成婚は１０５組とな

っております。以上、簡単ではございますが、説明を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑ありませんか。 

○吉田委員 

 今説明の中で運営費については先方の負担ということで言われてみたいなんですけど、そこ

ら辺をちょっと詳しくご説明願いますか。 

○子育て支援課長 

 運営費及び設置に関する費用、こちらについては、社会貢献事業の一環として、福岡ソフト

ウェアセンターが負担をいたします。 

○吉田委員 

 ちょっと確認なんですけど福岡ソフトウェアセンターが負担してこの事業を行っていただけ

ると、市の持ち出しは全然ないということなんですか。福岡ソフトウェアセンターのほうの事

業展開するに当たっては、それは何か福岡ソフトウェアセンターに何らかの形で、国ないし県

あたりから予算が来ているとかいうのはあるんですか。 

○子育て支援課長 

 そういったのはございません。社会貢献の一環としての事業となります。 

○吉田委員 

 年会費が１万２千円の個人さん負担ですけど３千名まで無料ということは全く福岡ソフトウ

ェアセンター側が負担していただけるという考え方でよろしいんですよね。 

○子育て支援課長 

 年間費、確かに１万２千円、現在は無償ということで、運営費については福岡ソフトウェア

センター負担というふうになっております。 

○委員長 

 ほかに、質疑はありませんか。 

○永末委員 

 これ３者での協定、甲、乙、丙の協定になっているかと思うんですけど、今の説明で大体の

流れはわかったんですけど、この際の飯塚市のかかわり方というのはどうなってくるんでしょ

うか。 

○子育て支援課長 

 この事業に関しましては、会員数を多く登録する必要がございます。主に市の役割といたし

まして、ＰＲ活動、この事業に関しての周知活動等の後方支援を行っていきたいと考えており

ます。 

○永末委員 

 私の周りにもまだ独身の男性の方とか女性の方とか結構いますので、こういった出会いの場

を提供するというのは非常に先につながる、いい取り組みかなと思うんですけど、今言われま

したＰＲ活動を市が後援というか、そういう形で入ることによって、信頼性というか高まりま

すので、そういった部分では市のかかわる意義というのがあると思うんですけど、実際そのＰ

Ｒ活動、どういうふうな形で具体的にやっていこうというふうな計画があるんでしょうか。 

○子育て支援課長 

 まず市のホームページ、市報等にはもちろん掲載を考えております。そのほかに商工会議所

であったり、市内の企業で周知していただいて、少しでも１人でも多く会員登録していただく
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ように努めたいと考えております。 

○永末委員 

 先ほどからもずっと所管事務調査があっておりましたけど、やはり市として、いい活動して

いても実際にそれが伝わらなければないに等しいかと思われますので、周知方法というのは、

市としてしっかりと考えていただかなくちゃいけないと思うんですけど、確認ですけど、市と

しては市報とホームページのほうで周知していくということでいいんですか。 

○子育て支援課長 

 きょう資料で添付させていただきましたＪＵＮＯＡＬＬ、こういったパンフレットがござい

ますけども、こちらのほうの本部のホームページ、こちらのほうにも飯塚市の「いいづか出会

いサポートＪＵＮＯＡＬＬ」、これを掲載するようにしております。あと市内のイベントであ

ったり、商工会議所、そういったところにも協力を求めていきたいと考えております。 

○永末委員 

 多分ですね、私の周りにいる独身の男性、女性とかを思い浮かべたときに、例えば市報に載

せる、ホームページに載せる、商工会議所等で周知するというふうなやり方を出したとしても

多分、あまりこう見られる機会がないんじゃないかとちょっと思います。ですので、せっかく

ＳＮＳをやり始めていますので、フェイスブックでありますとか、ラインですね、ラインのほ

うも、いろんな私も含めて議員さんのほうで提案されて実現している部分もあるかと思います

けど、そのラインでの情報提供というのは、ちょっと少し少ないなというふうにずっと登録し

ていますけど思いますので、ぜひそういったものとかを活用をしていただきたいと思うんです

けどいかがでしょうか。 

○子育て支援課長 

 質問委員が言われるように、市もＳＮＳを公開しておりますので、ぜひそういった情報にも

のせて、１人でも多く周知していきたいと考えております。 

○委員長 

 ほかに、質疑はありませんか。 

○兼本委員 

 そもそもこのＮＰＯ出会いサポートセンターＪＵＮＯＡＬＬというのはどういった会社、法

人なんですか。 

○子育て支援課長 

 本部が東京なんですけども、行政や公的機関、地元企業と連携した非営利目的の婚活支援団

体であることで、ＩＴを活用した独自なマッチングシステム、こういったことをＪＵＮＯＡＬ

Ｌ、語源としましては、ジュンブライドとオールを造語になりますＪＵＮＯＡＬＬになるんで

すけどもそういった形で、こういったＩＴのデータマッチングで高い成功を供する、無料ある

いは低価な料金でサービスを提供とする目的とした、社会貢献を目的とした婚活支援企業とい

うことになっております。 

○兼本委員 

 これを登録して飯塚市内でマッチングをしていくということなんですか。 

○子育て支援課長 

 閲覧する場所は福岡ソフトウェアセンター内での閲覧しかできませんので、まず登録もしく

はマッチングにつきましては福岡ソフトウェアセンターでまずしていただきます。そこでお見

合いをしてその後にお互い交際の意思を確認ができれば福岡ソフトウェアセンターのほうがお

互いにそれぞれ連絡をとります。市内、市外の方もいらっしゃいます。 

○兼本委員 

 この協定書の中に第５条で丙というのが福岡ソフトウェアセンターですよね。取得する会員

情報は乙が所管するところ、ＮＰＯ法人が所管するセキュリティーサーバーにより管理し全国
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各地のサポートセンターにおいて共同利用するものとするということは、要は全国の方とマッ

チングをするということになるということですよね。そのときに個人情報、これ飯塚市、甲と

いう文言が全く入ってこないんですけども丙と乙の間で全部成り立つんですが、何か問題が起

こったときには飯塚市は全く関与しなくていいということでよろしいんですか。 

○子育て支援課長 

 恐らく個人情報の漏えい等を心配されているんじゃないかなというふうには考えております

けども、個人情報の取り扱いについては、セキュリティーサーバー、別回線の専用の回線を使

ってのデータの閲覧になりますので、情報が漏れるということはないと考えております。 

○委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 

次に、「次期『飯塚市子ども・子育て支援事業計画策定』に伴うアンケート調査の結果につ

いて」、報告を求めます。 

○子育て支援課長 

 「次期『飯塚市子ども・子育て支援事業計画』策定に伴うアンケート調査の結果について」、

説明いたします。この調査は令和２年度から令和６年度までの次期、飯塚市子ども・子育て支

援事業計画の基礎資料となるニーズ調査を平成３０年１１月３０日から平成３１年１月２０日

の期間で就学前児童の保護者３千人及び小学１年生から３年生までの保護者５００人計

３５００人を対象に子育てに関するアンケート調査を行っております。回収数は就学前の調査

分が１６１６人、回収率は５３．９％、小学生の調査分の回収率は２６４人、回収率は５２．

８％、合計しますと回収数は１８８０人、回収率が５３．７％であり、前回の回収率が４８．

６％でありましたので、回収率は今回、上がっているような状況でございます。主な調査事項

といたしましては、保護者の就労状況、教育保育、病児保育や一時保育、児童クラブ等の利用

状況、本年１０月から実施される幼児教育無償化や飯塚市の子ども・子育て支援全般について

調査しております。詳しい調査内容は省略させていただきますが、今回の調査で飯塚市の子育

てに関する傾向といたしましては、就学前児童の保護者、小学生の保護者ともに就労している

母親の割合の増加に伴い、共働き家庭が増加、またパート、アルバイトからフルタイムへの転

換を希望している保護者が増加しております。また、飯塚市の子育て環境に対する評価といた

しましては、資料７ページに記載しておりますが、評価する、就学前の保護者が３９．８％、

小学生の保護者が４７．４％であり、評価しないが、就学前の保護者で２４．９％、小学生の

保護者で２１．２％となっております。以上、簡単でございますが、説明を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。次に、「公用車に

よる交通事故の発生について」、報告を求めます。 

○高齢介護課長 

 「公用車による交通事故の発生につきまして」、ご報告いたします。事故の概要についてご

説明いたします。本件事故につきましては、去る４月１８日、木曜日、午後０時５５分ごろ、

高齢介護課職員が飯塚市枝国地内において公用車の運転中、Ｕターンをしようとした際に、ア

クセルとブレーキを踏み誤り民家ブロック塀に衝突し、ブロック塀及び公用車のフロントバン

パー部分等を損傷させたものでございます。この事故の原因につきましては、訪問先へと急ぐ

余りに慌てて注意力を欠いて安全確認が十分にできていなかったことが原因でございます。本

市職員に人的障がいはなく、相手方の物的損害分につきまして、本日６月６日付で、損害賠償
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額１３万５千円で示談が成立したところでございます。職員の交通事故防止につきましては、

朝礼や課内研修の際など、機会あるごとに安全運転についての注意喚起を行ってまいりました

が、今後も引き続き、職員に対しまして、交通事故防止、安全運転の励行についての指導を徹

底し、事故の再発防止に努めてまいりたいと考えております。以上、簡単でございますが報告

を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑ありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 

次に、「平成３０年度障がい者就労施設等からの物品等調達実績について」、報告を求めま

す。 

○社会・障がい者福祉課長 

 「平成３０年度障がい者就労施設等からの物品等調達実績について」ご報告申し上げます。

国の法律、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律第９条に基

づきまして、本市では、飯塚市障がい者就労施設等からの物品等調達推進方針を作成いたしま

して、障がい者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進に取り組んでいるところでござい

ます。この取り組みの平成３０年度の実績につきまして、取りまとめましたのでご報告申し上

げます。 

資料をごらんください。資料の下段に３カ年実績を入れておりますが、前年度、平成２９年

度の実績、下から２段目になります。７２２万３８４円。こちらを３０年度の調達目標として

おりましたけれども、３０年度の調達実績は、６７７万８１９９円となっております。また件

数についても、３０件でしたが３０年度につきましては、２８件となっております。この調達

目標を超えることができなかった原因といたしましては、２年に一度作成する冊子を平成

３０年度は、作成しなかったことや、草刈り業務におきまして、３０年度は豪雨や猛暑の影響

で、施設側との調整がつかず、予定していた委託業務が発注できなかったことなどが挙げられ

ます。今年度につきましては、平成３０年度の実績を目標といたしまして、関係各課からニー

ズの確認をいたしますとともに、施設側の実態等を把握しながら、一定の推進ができるよう努

めてまいりたいと考えておるところでございます。以上、簡単でございますが、報告を終わり

ます。 

○委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑ありませんか。 

○永末委員 

 ちょっと確認させてください。記念品が２件で１１６万円ぐらい上がっているんですけど、

これはどういったものになるんですか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 記念品につきましては、子育て支援課が出産祝い品として、出産をされたご家庭に配布して

おりますガーゼハンカチとミニハンカチのセット、こちらが主なものとなっております。これ

年間でご購入いただいておりますので、かなりの金額となっておるところでございます。 

○永末委員 

 通常、建設業務とか、市が発注する分とかなると業者登録名簿とかに登録してなってくるん

ですけど、ここら辺の調達に関してはそういった登録名簿的なものがある中での入札といいま

すか、そういった形になってくるのか、それとも随意契約で進んでおるのか、教えていただき

ますか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 こちらにつきましては、随意契約という形になっております。 
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○永末委員 

 複数施設があるかと思うんですけど、その施設に均等といいますか、公平になるような形で、

配慮されて契約を結ばれているということでよろしいでしょうか。 

○社会・障がい者福祉課長 

 それぞれの施設で取り扱っているものとか、それから役務につきましても、その時期にでき

るかということもございますので、そういうところを勘案しながら、各課のほうで契約を結ぶ

ようにしていただいております。 

○委員長 

 ほかに質疑ありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 

次に、「生活自立支援相談室の移転について」、報告を求めます。 

○生活支援課長 

 先ほどの所管事務調査の中で触れておりましたが、「生活自立支援相談室の移転について」、

ご報告いたします。平成２７年４月に施行されました生活困窮者自立支援法では、各自治体に

おきまして、自立相談支援事業を実施することが必須であるとされております。本市でも穂波

庁舎１階に置いて生活自立支援相談室を開設し、就労やその他さまざまな自立に関する相談支

援業務を行ってまいりました。このたび市役所内の関係所管課との一層の連携強化並びに利用

者の利便性向上を図ることを目的に、令和元年５月７日、火曜日よりこの相談室を本庁舎４階

へ移転しております。この移転により庁舎内との税務、介護、子育て、住宅、教育などの各関

係課との連携強化はもとより社協との近隣関係団体利用の際の利便性の向上が図られ、相談者

の増加につながるのではないかと期待しているところでございます。今後とも、さまざまな悩

みを抱え、支援を必要としている方々に対しまして解決方法ともに考え、支えることができる

よう、相談支援の研修などによる資質向上はもとより、関係各課職員にも相談室業務について

のますますの理解促進のため、情報発信などを努めてまいりたいと考えております。以上、簡

単でございますが生活自立相談支援室の移転について報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑ありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は、報告事項でありますのでご了承願います。 

次に、「『第二次行財政改革後期実施計画』の策定について」、報告を求めます。 

○総合政策課長 

 「『第二次行財政改革後期実施計画』の策定について」報告をいたします。平成２６年度か

らの１０年間を期間として取り組んでおります飯塚市第二次行財政改革大綱に基づいて、その

具体的な取り組み事項を定める本年度からの５年間を計画期間といたしました後期実施計画を

策定して、４月より取り組みを始めておりますので、その概要について説明をいたします。 

この後期実施計画につきましては、職員や課単位での提案や事務事業評価による事務改善策

などをもとに、ヒアリング、所管部署との協議、調整を行い、作成をいたしておるものでござ

います。資料１をごらんください。本資料は、別に提出しております第二次行財政改革後期実

施計画の概要でございます。１、策定の趣旨では、大綱に掲げる目標達成のために、４つの基

本方針を推進項目として取り組むことといたしております。２、実施期間は、後期計画の実施

期間を本年度からの５年間とすることといたしております。３、目標につきましては、大綱に

示される目標と同様に１、２０２３年度時点で財政調整基金の積立残高を標準財政規模の約

２０％に当たる６４億円以上とすること。２、地方債の対象事業を計画的に実施し、臨時財政

対策債及び災害復旧費を除く公債費を大綱期間中は６０億円以内で推移させること。３つ目に、
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２０２３年度時点で、単年度収支を黒字化することの３点を目標といたしております。４、推

進体制と進行管理におきましては、庁議において全庁的に推進することとともに、進行管理を

行い、実施状況については広く公表することといたしております。次のページをお願いいたし

ます。後期実施計画は、表に概要を示しておりますように、４つの推進項目を大分類として、

そのそれぞれに２つから５つの中分類を設け、さらに中分類のもとに合わせて５４の実施項目

を設定し、後期の実施計画といたしております。中項目における目標並びに実施項目の内容に

つきましては別に提出をいたしております実施計画書に示しておりますので、説明については

省略をさせていただきます。表の右側に効果額を集計しております。大綱にも示しております

ように、本計画は財政的な削減効果ばかりを目指すものではなく、行財政の仕組みを含めた改

革実施計画でございますので、財政効果があらわれないもの、その算出が難しいものまた、財

政効果を目指すものの現時点においては算出が困難なものにつきましては、効果額をゼロとい

たしております。なお大綱に従い実施計画を具体的かつ計画的に進めるため、前期計画と同様

に各中分類の年度ごとの評価、進捗状況、効果目標額を示してＰＤＣＡサイクルに基づいた進

行管理を行ってまいります。以上、簡単ですが報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。なお実施計画中の個別の実施項目に関する質疑

については、当委員会の所管に関するものにとどめていただきますよう、お願いします。質疑

はありませんか。 

○永末委員 

 まず、前期の分とちょっと実施計画を比較させていただきますと、当然大分類は変わらずそ

のままなんですけど中分類の方が幾つかなくなっていたり、変わっていたりするんですけど、

これはもう実際に前期で上げられていた中分類のほうがもう終了したとか、そういった理解で

よろしいんでしょうか。 

○総合政策課長 

 中分類につきましては、前期の計画で、前期の進捗状況につきましては最終年度分を現在、

集計中でございますけれども、新たな改革のために中分類を設けたもの、あるいは前期におい

て中分類を終結させたものと、そういったものを勘案したもの中で変更になっているものでご

ざいます。 

○永末委員 

 今課長の答弁のほうで、昨年度分を集計中と言われたんですかね。ちょっと後期に入るに当

たって前期の分が実際どのぐらい達成率だったのかというのをちょっと聞きたかったんですけ

どそれは今からは、今後公表されるというふうな感じですか。 

○総合政策課長 

 前期の実施計画につきましては平成３０年度分、最終年度分については現在集計中でござい

ますけれども、平成２９年度まで４年間分の進捗状況といたしましては、全５８の実施項目中、

５１項目については、取り組みや成果が得られております。それから財政効果額といたしまし

ては、平成２９年度での財政効果額の目標額が８億１８００万円に対して、達成額が１４億

７千万円となっておりまして、１７９％の達成率といったことになっております。それから毎

年度集計につきましては、大体およそ７月、８月ぐらいをめどに集計を行いまして、それ以降

の議会に間に合うような形で公表させていただいておるという状況でございます。 

○永末委員 

 次の財政見通しが次に出ますので、報告があるかと思いますので、ちょっと関連といったら

あれなんですけど、この実際の実施計画と財政見通しというのはリンクさせて作成されている

んですかね。 

○財政課長 
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 後ほど報告させていただきます財政見通しにつきましては、今回この後期実施計画を策定す

るに当たりまして、その基礎資料として改正しているというところでございます。まず、財政

見通しをつくった上でどの程度の不足額があるというようなことを確認した上で、この計画は

策定されております。 

○永末委員 

 例えば今回の後期実施計画の目標として、目標の３つ目に２０２３年度、単年度黒字化とい

う目標を挙げられているんですけど、実際に後の財政見通しを見ますと、黒字化していないん

ですよ、２０２３年度で。そこら辺がどういうふうに整合性があるのかなというふうにちょっ

と見ていたんですけど、 

○総合政策課長 

 財政見通しを一旦立てております。それに基づいてどうしても必要額、あるいはその行財政

改革に取り組まなけなければいけない額を見通した中で、行財政改革の後期実施計画を策定し

ておりますけれども、結果としてそのマイナス額に見合うだけの、例えば強引な行革をやるの

かといったことについては、行革大綱の考え方の中ではそういうふうにはなっておりません。

ただ、財政の見通しといいますのは、行革効果だけで補っていくものではありませんので現状

の見通し上では、現実問題としては、黒字化は達成できていないというふうに見ておりますけ

れども、これは財政上の支出の運営でありましたり、あるいはその行革上の運営、業務の効率

化、そういったものを総括して今後も取り組んで達成に向けていくというふうな捉え方を行っ

ております。 

○委員長 

 ほかに質疑ありませんか。 

（ な  し ） 

質疑を終結いたします。本件は、報告事項でありますのでご了承願います。 

次に、「飯塚市普通会計財政見通しについて」、報告を求めます。 

○財政課長 

 先ほども少し触れましたけれども、平成２９年度に公表しました財政見通しについて、平成

３０年度に行財政改革後期実施計画の策定のための基礎資料として改正しましたので、その報

告をさせていただきます。 

１ページに記載しておりますように、一般会計と３つの特別会計を合わせた普通会計ベース

で作成しております。 

基準年度は、平成３０年度決算見込額に作成時点で判明している増減要素、特殊要素を加味

して設定いたしております。また、交流センター整備事業、体育施設建設事業、浸水対策事業、

文化会館整備事業、浸水対策事業、筑豊ハイツ施設整備事業などの大型事業は、特別事業分と

して推計し、それ以外のものを通常分として分けて推計しています。 

２ページをお願いします。財政見通し推計条件の主な項目について、ご説明いたします。ま

ず、歳入ですが市税につきましては、２０２０年度までは好調な景気が続くものとして基準額

と同額で推移し、それ以降は基準額に人口の平均伸率を勘案した人口推移をふまえて推計いた

しております。地方交付税の普通交付税は市税増減見込による影響額、国勢調査人口推移によ

る影響額、生活保護費等の扶助費の増減による影響額、国民健康保険特別会計、介護保険特別

会計等への繰出金の増減による影響額、地方債の償還見込額に対する影響額、合併団体への特

例措置である合併算定かえ終了などによる影響額を基準額に加減し、また普通交付税の振替分

である地方債の臨時財政対策債は基準額同額で推移するものとして推計いたしました。その他

の欄の国庫・県支出金につきましては、扶助費分は基準額に歳出の伸率を乗じた額で推移する

ものとし、普通建設事業費分は過去の実績をふまえて推計いたしております。また、特別事業

分は、総合計画実施計画の採択状況等に基づいて設定しています。地方債は、特別事業分は、
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総合計画実施計画の採択状況等に基づいて設定し、それ以外については過去の実績を踏まえて

推計し同額で推移するものといたしております。その他の欄に含まれるふるさと応援寄附金は

２０１９年度当初予算同額で推移するものとしています。 

次に、歳出ですが、義務的経費の人件費は、このうち職員に関する人件費は平成２９年度公

表分と同様に普通会計職員数７７２人を基準として、退職者と同数の補充が翌年度にあるもの

として推計いたしております。扶助費は、基準額に平均伸率を乗じた額で推移するものとして

推計いたしております。公債費は、平成２９年度までの地方債借入分の償還額に、平成３０年

度以降の地方債借入見込分の償還見込額を加算し、推計いたしております。その他の欄の補助

費等は企業会計や一部事務組合、その算定の基礎が普通交付税での算定額としているものは、

その算定に合わせた推計を行い、一部事務組合負担金で公債費が算定の基礎となっているもの

は、その増減額を反映した推計をいたしております。なお、平成３１年４月１日新設のふくお

か県央環境広域施設組合分につきましては、２０１９年度当初予算の額を基準額として、公債

の増減額を反映し推計いたしております。 

次に、繰出金は、特別会計に係る公債費の増減額、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医

療の特別会計については、給付費等の過去の増減率をふまえて推計いたしております。また、

施設の移転を実施いたします地方卸売市場特別会計につきましては、繰出金の算定基準である

繰出基準に基づき、移転に係る公債費の元利償還金の２分の１を繰出するものとして推計いた

しております。その他に含まれる物件費は、ふるさと応援寄附金に係る経費を歳入の額に応じ

て推計し、環境施設の管理運営経費につきましては、直営から一部事務組合に移行することに

合わせ、物件費から補助費等に組みかえをして推計いたしております。 

投資的経費の欄の普通建設事業は、通常分は平成２７年度から平成２９年度決算額の平均額

程度で推移するものとしております。また、特別事業分につきましては、総合計画実施計画の

採択状況等に基づいて設定いたしております。また、平成２９年度公表分では通常分に区分し

ておりました企業会計への出資金、電算システムリプレイス及びパソコン更新にかかる経費は、

特別事業に組みかえしまして、その他の施設整備事業等の項目に計上しております。 

また、表の下に記載しておりますように、災害復旧事業費とその特定財源、歳入におけるふ

るさと応援寄附金を除く一般寄附金及び改正後の制度が不明確な消費税税率改正の影響は、平

成２９年度公表分と同様に推計条件から除外をいたしております。 

３ページをお願いします。ただ今ご説明いたしました推計条件に基づきまして、２０１９年

度決算見込から２０２８年度までの１０年間の普通会計の財政見通しを、①通常分と②特別事

業分に分けまして、区分ごとに推計値を記載いたしております。 

①通常分の歳入合計から歳出合計を差引きましたＡの欄から、先ほど報告のあった行財政革

等効果見込額を算入したＢの欄では、２０２０年度までは黒字となる見込みで、２０２１年度

以降は財源不足が生じると推計しております。 

②特別事業分につきましては、歳出は各事業費及びその財源として借入した地方債の公債費

を、歳入は特定財源である国庫・県支出金、地方債及び公債費に係る普通交付税算入額を試算

して計上いたしております。その結果、この特別事業分の歳入合計から歳出合計を差引きまし

たＣの欄では、毎年度財源不足が生じますが、２０２０年度及び２０２１年度が１７億円ほど

の財源不足、電算システムリプレイス、パソコン更新の実施予定年度であります２０２５年度

が１４億円の財源不足となり、それ以外の年度は６億５千万円程度の財源不足が発生すると推

計しております。 

４ページをお願いします。③に全体分として通常分と特別事業分の歳入合計から歳出合計を

差し引いた額のＢ＋Ｃの欄に記載のとおり、毎年度、財源不足が生じるものと推計いたしてお

ります。その財源不足を補うために、財源調整の欄に記載の財政調整基金と減債基金を取り崩

すこととなり、その結果、財政調整基金・減債基金年度末残高の欄に記載のとおり、平成
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３０年度末残高見込額１６２億５千万円が、２０１９年度から２０２８年度までの１０年間で

９３億２千万円を取崩し、６９億３千万円まで減少するものと推計いたしております。平成

２９年度に公表した財政見通しの最終年度である２０２７年度で財政調整基金・減債基金年度

末残高の比較をしますと、今回が７６億８千万円、平成２９年度公表分が１９億１千万円で

５７億７千万円の改善のように見えますが、この主な要因は、ふるさと応援寄附金を１６億

８千万円と設定し、単年度で約４億円、９年間分で約３６億円の実収入の増、市税が９年間分

で２９．９億円の増、それに伴い普通交付税が９年間分でマイナス１７．２億円の減、特別事

業分の収支が計上事業費の精査等により９年間分で１１．２億円の改善を見込んだことによる

ものでございます。その下の欄に市債の年度末残高の推移を記載しておりますが、２０２１年

度の７８５億４千万円をピークに減少するものと推計いたしております。 

参考１は、普通交付税・地方債・公債費の通常分と特別事業分を合計した全体額の推計を記

載いたしております。以上で報告を終わります。 

○委員長 

 報告が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑を終結いたします。本件は、報告事項でありますのでご了承願います。 

これをもちまして、福祉文教委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 

 

 


